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PIPIPIPI----ForumForumForumForumのののの今後今後今後今後のののの課題課題課題課題    
東京大学法学部 城山英明 

 PIPIPIPI----ForumForumForumForum 創設以来の理事長の石川氏の本務の異
動に伴う職務との兼ね合いから、理事会の互選によ
り、７月４日付けで理事長に就任することとなりま
した。この機会に、PIPIPIPI----ForumForumForumForum の今後の課題につい
て私なりの整理をしてみたいと思います。 
 PIPIPIPI----ForumForumForumForumは、３つの PIPIPIPI、すなわち、パブリック・
インボルブメント（様々な市民やステークホルダー
との関係構築）、パブリック・イニシアチブ（市民に
よる提案・発議）、パートナーシップ・インキュベー
ション（関係者の関係構築支援）を推進するフォー
ラムとして設立されました。特に、様々な分野にお
ける PIPIPIPI関心者のネットワーク化に重点を置き、異分
野交流ワークショップ等を開催し、また、PIPIPIPIポータ
ルの実験を通して情報共有によるネットワーク作り
を目指してきました。 
 今後も、これまでのこのような活動を基礎として、
以下のようなことが課題になると思います。第１に、
比較優位である多分野性をより広げていくことです。
例えば、企業においても、ＣＳＲ（企業の社会的責
任）の実践の中でも様々なステークホルダーとの関
係構築が求められており、そのような考えとＰＩと
は通じるものがあります。第２に、コンテンツの整
備です。情報の共有ももちろん重要ですが、情報共
有の素材自体を作っていくことも大切です。これま
でも、ＰＩの基本的理念や指針の整理を試みてきま
したが、今後はＰＩの基本手法や振興推進の考え方
について整理しようと考えています。第３に、現場
との距離の再検討です。これまでは、直接的な現場
支援はフォーラムとしての仕事ではなく、会員等が
個人としてあるいは業務として行うべきものとして
きました。しかし、一定の現場経験なくして現実感
をもてない等側面や、新たな実験的手法については

より実践に関わってもいいのではないかという議論
もありえます。第４に、現場にもかかわる様々な分
野の会員からなる組織の人的担い手、財源をどのよ
うに確保していくのか、という PIPIPIPI----ForumForumForumForum自体の運
営体制の整備です。一見「中立」に見える研究者の
利用、プロジェクトの「遺産」による運用は過渡期
の選択であり、今後は持続可能な体制の構築が必要
ではないかと思います。 
 PIPIPIPI----ForumForumForumForum 誌も分野横断的な場として重要な媒体
であり、上記のような課題を抱えた次のステップに
むけて、いろいろな形でのご協力をお願いします。 
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石川 雄章 
    
１１１１．．．．はじめにはじめにはじめにはじめに 
日本の首都圏における環状道路整備の遅れは、経

済的損失だけでなく都市環境の悪化を引き起こして

いる。道路整備により、一部の地域では確かに環境

は現在よりも悪化するが、首都圏全体で見れば環境

は改善されるだろう。このような課題を解決するた

めに、圏域全体の最適解と地域的な最適解をいかに

両立するか、決定した計画をいかに実現するか、と

いった合意形成の仕組みが必要とされている。 
 これまでに、広域的な道路計画を構想から事業化

していく一連の手続きについて、計画決定とパブリ

ック・インボルブメント（ＰＩ）という行為に着目

して、イギリス、フランス、ドイツ（以下、欧州３

カ国）の道路計画制度と運用について整理をした１－

３）。また、欧州３カ国の合意形成システムを比較研

究し、共通性や独自性を見出すことにより、日本に

おける道路計画設計の課題を整理した４）。 
 本論文では、これらの研究成果に基づき、日本の

道路計画におけるＰＩの位置付けと今後の課題に焦

点を当てて紹介する。具体的には、道路計画制度の

基本的な構造とＰＩの位置付けを明らかにする。ま

た、日本の道路計画制度の課題とその対応を整理す

る。さらに、新しい道路計画制度を設計し、社会化

していく際の課題について述べる。 
 

２２２２．．．．道路計画制度道路計画制度道路計画制度道路計画制度のののの基本的基本的基本的基本的なななな構造構造構造構造    

 まず、欧州３カ国及び日本の道路計画制度に共通

する「基本的な構造」について述べる。 
２．１ ３段階の計画決定 
計画決定は、構想段階、概略計画段階、詳細計画

段階の３つの段階からなる。構想段階では全国的な

レベルでの交通或いは道路網の計画、各路線の事業

プライオリティを、概略計画段階では広域的なレベ

ルで概略のルートや道路構造を、詳細計画段階では

即地的な図面で事業実施を前提とした詳細な道路構

造及び道路区域を定めている。このことは、精度が

詳細になるだけでなく、必要性を示す「政策立案」

から、「機能設計」である概略計画を経て、即地的な

「構造設計」である詳細計画に、段階的に計画の持

つ意味が変わることを意味する。 
 
２．２ 計画の評価システムとしてのＰＩ 
ＰＩは、計画の正当性・妥当性を高めるため、計

画原案から計画決定に至る手続きのなかで事業者が

計画原案に市民等の意見を反映しようとする行為で

あり、図１のように、計画案を評価・改善するため

のＰＤＣＡ＝Ｐ(plan)Ｄ(do)Ｃ(check)Ａ(action)と捉
えることができる。その際、Planは発議・告知＝原
案を作成し市民に計画案の内容を発表すること、Do
は意見収集・討議＝計画案に対する市民等の意見を

収集し必要な場合には討議すること、Check は分
析・提案＝これらの結果を踏まえて計画案の修正を

行い最適な計画案を代替案とともに計画決定権者に

報告すること、Actionは計画決定＝計画決定権者が
計画内容を決定し次の段階に進む手続きをとること

である。 
 

２．３ 道路計画制度の仕組み 
道路計画の手続きは、計画原案→ＰＩ→計画決定

→より詳細な計画原案→ＰＩ→計画決定・・→事業

化といった連続的な“流れ”となっており、道路計

画制度は、各段階の計画決定を接点として、計画決

定とＰＩとが統合された仕組みである。このため、

計画決定とＰＩの構成要素を定義することで計画制

度の骨格が決まる。なお、その根拠については、計

画決定は道路関連法令の一連として規定し、ＰＩは

各国の社会的・制度的背景を踏まえて規定している。 

石川 雄章  
国土交通省 東京国道事務所長 
100-0004 東京都千代田区大手町 1-3-3 
Tel. 03-3214-7361 
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３３３３．．．．日本日本日本日本のののの道路計画制度道路計画制度道路計画制度道路計画制度のののの課題課題課題課題とととと対応対応対応対応    

欧州３カ国と日本の道路計画制度を比較し、日本

の道路計画制度の課題を明らかにする。 
３．１ 道路計画の比較 
 欧州３カ国と日本の道路計画の流れを図２に示す。

この図を見ると、日本では、実質的には段階的な決

定プロセスを経ているにも関わらず、概略計画段階

の手続きが行政内部の手続きであったため、社会的

には段階的な決定プロセスとして認識されていなか

ったことがわかる。例えば、市民や関係者に対して

計画決定内容の妥当性の説明はあっても、計画を決

定するに至った選択肢や検討内容についての説明は

行政内部に止まり公表されてこなかった。また、意

思決定主体と事業実施主体が同一であること、市民

の意見が計画に反映されないこと等により、検討内

容や判断の客観性や妥当性に疑念が生じ社会的な認

知が得られない場合もあった。 
このため今後は、計画の説明責任を全うし、情報

公開を基本として、段階的な計画決定、判断基準や

選択肢等の検討内容の十分な説明、社会的認知を得

るための手続きといった道路計画制度全体の設計が

必要となる。 
 
３．２ 概略計画段階における課題 
３．１より、概略計画段階の計画決定までの手続

きが行政内部のみで行われてきたことが重要な問題

であることがわかった。ここでは、概略計画段階に

焦点をあてて課題を整理する。 
 

（Ａ）概略計画段階の計画決定の制度化 
日本では、概略計画段階の計画決定の法的位置付

けが明らかでなく、具体的ルートが行政の内部資料

にとどまっている。このため、計画決定の手続きを

制度化し内容を公表することが有効である。以下に

日本の現在の課題と対応の方向を示す。 
1) 概略計画段階の決定の根拠が曖昧で計画内容が
社会的認知を得ていないため、計画決定の法令上

の位置付け及び社会的認知を得る手続きを確立

する。 
2) 計画決定者が道路局長であることが計画決定の
効力を弱める一因となっているため、決定の効力

を考慮して計画決定者を定め、現場の役割と手続

きを定める。 
3) 詳細計画段階で初めて具体的ルートが示され必
要性の議論にまで遡ることが見受けられるため、

概略計画の内容を示しＰＩを行うことを前提と

して、決定した計画は原則見直さないことをルー

ル化する。 
4) 判断基準が技術的根拠に偏りがちであるため、多
様な価値観を踏まえて判断できるよう、計画案に

市民の意見を採り入れる手続き、計画案の前提条

件や判断基準等を確立する。 
（Ｂ）概略計画段階のＰＩの制度設計 
欧州の事例等を参考にＰＩを導入することが有

効だと思われる。以下に、欧州３カ国に共通する考

え方と日本の対応の方向を示す。 
1) 欧州では、概略計画段階では事業の必要性を確
認し市民の意見を入手するために、詳細計画段

階では個人に意見提出の機会を与え個人の権

利と公共の利益とを調整するために、ＰＩが行

われる。日本では、ＰＩの目的を明確化し組織

内で共有化した上で、これまで内部的に行って

きた手続きを開かれた制度として再構築する。 
2) 欧州では、ＰＩは発議から計画決定までの手順
や情報の取り扱いがルール化されている。日本

では、ＰＩの手順、情報の取り扱い等、基本的

なルールを確立し、案件毎に手続きの妥当性が

問題にならないようにする。 
3) 欧州では、概略計画段階では事業主体が発議～

図１ 道路計画制度の基本構造 
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提案までを行い、ＰＩの運営には第三者機関等

が関与している。詳細計画段階では発議・告知

は事業主体が行うが、これ以外の手続きは事業

主体以外の中立的な第三者が行っている。日本

では、中立性、専門性などに配慮しつつ、事業

主体や関連する主体の役割を明確化する。 
4) 欧州では、情報公開を前提として、概略計画段
階では幅広い意見を聴取するが個別に回答は

行わない。詳細計画段階では意見に対して個々

に回答する。日本では、都市計画など既存の関

連制度との整合を取りながら、現場の状況に応

じたＰＩの方法が選択できるようにする。 
5) 欧州では、ＰＩに要する期間は、概略計画段階
では発議から大臣報告まで約４ヶ月、詳細計画

段階では発議から大臣報告まで約１年余り、を

標準的な期間としている。日本では、意見を聴

取するのに必要十分な時間を考慮した上で、速

やかに計画決定が行われるよう継続的に手続

きを改善する。 
 
４４４４．．．．日本日本日本日本のののの道路計画制度道路計画制度道路計画制度道路計画制度へのへのへのへの反映反映反映反映    

本研究で収集整理した欧州各国の資料及び本研究

の分析結果は、国土交通省が設置した道路計画合意

形成研究会の提言「道路計画における新たな計画決

定プロセスのあり方について」５）（平成 13年 10月）
（以下、研究会提言）、国土交通省道路局の「市民参

画型道路計画プロセスのガイドライン」６）（平成 14
年 8月）（以下、ガイドライン）に活用されている。 
研究会提言では、表１のように、「わが国の計画決

定プロセスに関する課題」、「今後の計画決定プロセ

スに関する基本的考え方」、「構想段階における新た

な計画決定プロセスの提案」について、本研究結果

が反映されている。加えて、日本の制度への具体的

な適用方法についても言及されている。しかし、「Ｐ

Ｉの目的と概要」については、「今後の計画決定プロ

セスに関する基本的な考え方」の中で触れてはいる

が十分には反映されていない。 
一方、ガイドラインは、研究会提言を踏まえて“さ

らに具体的な運用を示すべく”策定されたため、本

研究の欧州の実例を参考に日本の実状に合わせた

「概略計画検討の流れ」や「計画の評価」など具体

的な適用方法が提案されている。さらに、研究会提

言では十分には反映されていない「ＰＩの目的と概

要」について言及されている。 
現在では、この「研究会提言」「ガイドライン」等

を踏まえた制度や運用の改善が現場で始まっている。
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図２ 欧州３カ国及び日本の道路計画の流れ 
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今後、ＰＩに関する事例の蓄積が制度の改善につな

がることが期待される。 

 

５５５５．．．．今後今後今後今後のののの課題課題課題課題    

最後に、欧州３カ国の独自性の根底にある「同じ

ような問題意識」とその対処法に着目し、日本の道

路計画制度を設計する際に学ぶべき点及び社会化し

ていく際の課題について述べる。 

（１）誰がどのように決めるのか 

選挙で選ばれた者が決定権限を持つことが妥当と

思われるが、現実的には、その権限を委任するため

のルールの確立が重要である。その際の協力者は、

行政機関だけでなく、ＮＰＯや大学など様々な機関

が役割を担う可能性がある。 
（２）いかにして計画の実効性を担保するのか 

法令等の制度面を整備するとともに、決定内容が

社会的認知を得る、守らない場合にペナルティが機

能するなど、適切な運用を積み重ねることが必要で

ある。 

（３）市民はいかに対応すべきか 

計画決定は、計画の公共性が私権を優越すること

を決定する意味を持つ。このため、行政が制度を整

備し適切に運用することを前提として、市民が意思

決定を行う一員であることを自覚し、決定過程に主

体的に関与し、結果に責任を持って対応することが

望まれる。 

（４）社会システムをどうするか 

行政や市民の取り組みに加え、情報の信頼性を担

保する主体、関係者の建設的な議論を導く方法とそ

れを担う人材、それらに要する費用を負担する仕組

み等の市民参加を支える社会システムを構築し運用

実績を積み重ねることが課題となる。 

（５）実現に向けて 

このような社会を実現するためには、将来ビジョ

ンを描いて社会的な合意を取り付け、行政だけでな

く市民や企業、ＮＰＯなど多様な主体が参画し、人

やお金や知識などの資源を総合的・計画的に投入し

継続的に取り組むことが不可欠と思われる。 
 
謝辞謝辞謝辞謝辞    
 
欧州３カ国の調査は、国際建設技術協会の調査の一環とし
て実施したものであり、とりまとめにあたって、多くの方々
にご協力いただきました。ここに感謝の意を表します。 
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 道路計画研究会提言 対応 本研究の分析の視点等 

1.我が国の計画決定プロセスに関する課題 ○ 全般 

2.欧米諸国の計画決定プロセスについて ○ 全般 

3.今後の計画決定プロセスに関する基本的な考

え方 

  

(1)構想段階の位置づけの明確化 ○ 道路計画制度の基本構造の検証 

＋都市マスタープランへの位置付け ？ ＰＩの目的と概要 

 ○ 法律的な根拠とその効用 

(2)構想段階におけるＰＩプロセスの導入 ○ ＰＩ実施主体と関係者 

＋第三者機関の構成員、ＰＩに要する予算措置 ＋  

(3)構想段階における計画見直し手続きの明確化 ○ 計画決定を見直す際の考え方 

＋整備しない案の採択＝事業中止 ○ ＰＩの際の公表内容 

4.構想段階における新たな計画決定プロセスの

提案 

  

(1)構想段階における計画決定内容 ○ 計画決定の内容、 

 ○ 法律的な根拠とその効用 

 ○ 計画決定者とその協力者 

 ○ 計画決定の際に考慮すべき事項 

(2)ＰＩ（市民参画）プロセスの内容 ○ ＰＩプロセスの手順 

＋第三者機関の構成員 ○ ＰＩ実施主体と関係者 

 ○ コミュニケーションの方法 

 ○ ＰＩの所要期間 

(3)新たな計画決定プロセスの適用事業  触れていない。 

＋適用事業の考え方 ＋  

5.新たな計画決定プロセスの当面の運用方針 ○ 法律的な根拠とその効用 

＋将来の法制化、ガイドライン，ＤＢ等の支援 ＋  

（注１）「対応」の欄に「○」は研究と同様の内容、「＋」は研究よりも具体的な提案がなさ

れたもの、「？」は表現が不明確なもの、を示している。 

（注２）「対応」欄が「○」及び「？」については「本研究の分析の視点等」の欄に本研究

の項目名を、「＋」については「道路計画研究会提言」の欄に研究会提言の内容を記

載している。 

 

表１ 道路計画合意形成研究会提言における 
本研究の反映状況 
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多数多数多数多数のののの利害関係者利害関係者利害関係者利害関係者によるによるによるによるコンセンサスコンセンサスコンセンサスコンセンサス・・・・ビルディングビルディングビルディングビルディングのののの概要概要概要概要    
Overview of Multi-Stakeholder Consensus Building 

 
マサチューセッツ工科大学 都市計画学科 教授 

ローレンス・Ｅ・サスカインド 
〔訳・マサチューセッツ工科大学 松浦 正浩〕 

 
コンセンサスコンセンサスコンセンサスコンセンサス・・・・ビルディングビルディングビルディングビルディングのののの６６６６ステップステップステップステップ    
 コンセンサス・ビルディングは、複数の交渉事項

について多数の利害関係者（ステークホルダー）が

交渉するプロセスの流れを構築し、そして実際に運

営するための手法である。コンセンサス・ビルディ

ングでは、以下に示すステップや各種ツールが利用

される。 
 
1. 利害関係者を特定し、各関係者の利害や能力、そ
してコンセンサスに基づく合意形成の可能性を
評価する。 

2. コンセンサス・ビルディング･プロセスを実施す
るかしないかを判断し、わかりやすい目標、規約、
作業計画、スケジュールを設けた上でプロセスを
開始する。 

3. 共同事実確認（joint fact-finding）を用い、科学
技術や事実認識に関係する疑問を解消し、現実的
な代替案の検討作業に利害関係者を集中させる。 

4. 利害関係者による審議（deliberation）のプロセ
スを運営・管理することで、技術的に適切でかつ
政治的にも受け入れられる合意案の発見可能性
を最大化する。 

5. コンセンサスによる合意を追求する。全員一致の
同意が難しい場合はできる限りコンセンサスに
近い合意を形成する。 

6. 実施段階においても、必要に応じ利害関係者が合
意条件を再確認、再検討する機会を設ける。   

上記、コンセンサス・ビルディングの６ステップに

ついて、以下に詳しい説明を行う。 
 
Step 1：：：：ステークホルダーステークホルダーステークホルダーステークホルダー分析分析分析分析からからからからコンセンサスコンセンサスコンセンサスコンセンサス・・・・

ビルディングビルディングビルディングビルディング・・・・プロセスプロセスプロセスプロセスをををを開始開始開始開始    

 まず招集者（convenor）が、利害関係者を話し合

いの場へと引き込まなければならない。招集者は、

多数の利害関係者が参加するプロセスを開始し、そ

の運営を支援することにより、対立の解消と合意形

成に貢献することができる。具体的には、以下の要

件を兼ね備えた個人または組織が招集者となる。 
 
・ 現状の課題改善に関心がある（直接的な利害関係
を有する者でもよいし、当該地域における課題全
般に関心がある者でもよい）。 

・ 現状の課題改善に向けて利害関係者を集めた話し
合いをしたいと希望している。 

・ 利害関係者を集めることに投資する余裕（財源、
技術、日程的余裕）がある。 

・ 「招集者の下で共同作業をしてもいいだろう」と
他の利害関係者たちが感じられる妥当性
(legitimacy)や権限を有している。 

 
 主要利害関係者を集めた会議を開くことを招集者

が決断したら、次に、コンセンサス・ビルディング・

プロセスをそもそも実施すべきかどうか、どのよう

な形で実施することが望ましいかについて検討する

ための「事前評価」を、招集者自身または外部委託

によって実施することが望ましい。事前評価を行う

目的として、以下の５点が挙げられる。 
 
・ 交渉すべき主なことがらの把握 
・ 上で特定された交渉すべきことがらに対して利害
関係を有する人々の把握 

・ 利害関係者が抱いている懸念や利害に基づき、各
関係者のコンセンサス・ビルディングに参加する
意欲と参加者としての能力を評価 

・ 利害関係者間で合意できそうな点、対立しそうな
点を把握 

・ コンセンサス・ビルディング・プロセスの計画（目
標、規約、作業計画等）を提案 

 
 この評価（「ステークホルダー分析」「イシュー分

析」「紛争アセスメント」などと呼ばれる）には、情

報収集だけではなく、信頼を獲得し、さらに最重要

ローレンス・E・サスカインド (Lawrence Susskind)
マサチューセッツ工科大学都市計画学科教授 
ハーバード大学交渉学プログラム公共紛争処理プログラム ディレクター 
NPO合意形成研究所 設立代表者 
77 Mass. Ave., Room 9-332, Cambridge, MA 02139 USA 
susskind@mit.edu 
http://www.lawrencesusskind.com/ 
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課題について幅広いコンセンサス形成を最大限可能

とするプロセス設計の参考にするという目的もある。 
 評価手法としては、各利害関係者に対する個別の

聞き取り調査が主に用いられる。しかし、招集者自

身が各利害関係者に聞き取り調査をしたとしても、

質問に対する素直な回答、関連情報を全て入手する

ことは難しいと考えられる。招集者自身が利害関係

を有していたり、他の利害関係者が欲しがっている

リソース（例えば予算、意思決定権）を持っていた

りするため、招集者は課題事項について中立な立場

にあるとは認識されないことが多い。よって、グル

ープ・ファシリテーション、紛争処理、コンセンサ

ス・ビルディングなどの専門家に、この評価作業を

委託するほうがより適切である。 
 評価自体は簡便なもの（数名とオフレコで会話し、

招集者に口頭で説明）から、包括的で本格的なもの

（質問票を用いる半構造的聞き取り調査を多数実施

し、聞き取り対象者にも配布する報告書を作成）ま

で考えられる。評価がどのような形で行われるにせ

よ、招集者（独立な評価者を用いる場合は評価者）

が評価の要約（文書もしくは口頭）を聞き取り調査

を受けた者に提供し、その評価に基づく次のステッ

プを提案することが重要である。 
 
Step 2：：：：実施実施実施実施するするするする、、、、しないのしないのしないのしないの判断判断判断判断 
 各利害関係者が事前評価の内容を確認し、提案さ

れたプロセスを修正したり、そもそも自ら参加すべ

きかどうかを判断したりする機会を与えるため、招

集者は「準備会合」を１回もしくは複数回開催する

とよい。この会合の結果に基づき、招集者やプロセ

スの実施を支援するその他組織は、コンセンサス・

ビルディング・プロセスを実施するか、実施しない

かを選択できる。各関係者はプロセスに参加すべき

か、プロセスを支援すべきかを検討する上で、以下

の条件を提案されたプロセスが満たしているかどう

かを判断材料とするとよいだろう。 
 
・ あらゆる利害関係者、特に実現に向けて協力が欠
かせない人々の意見を代表する参加者が含まれて
いること。 

・ プロセスの全体目標や規約について参加者の同意
を得ることから始まるプロセスになっていること。 

・ 十分な情報に基づく建設的な利害関係者間の議論
を可能とする資源（時間、予算、技術支援、中立
的ファシリテーション）が存在すること。 

・ 行政機関による意思決定、行政間調整との関係が
明確になっていること（例：単なる諮問か、意思
決定者のアジェンダ・セッティングか、何らかの
決定に直接影響を与えるのか）。 

 
これらの条件が満たされ、利害関係者がコンセンサ

ス・ビルディング・プロセスを実施しようと決定し

たら、招集者とプロセスに参加する利害関係者はメ

ディエーターもしくはファシリテーターの選定を行

い、利害関係者による第一回会合の日程を決め、目

標、規約、作業計画、費用負担について検討と調整

を行う。 
 利害関係者グループはまず、規約（ground rules）
を定めなければならない。全員の同意に基づく、わ

かりやすい規約を用意できれば、その後、全ての参

加者が自らの責任と役割を理解した上で生産的な議

論、交渉、そして合意形成を推進できる環境をつく

ることができ、検討作業を進めていく上で大きな役

割を果たす。 
 規約素案は評価者もしくは（もし同一人物・組織

でなければ）議論のファシリテーターが作成し、第

一回会合で参加者に内容の確認、修正、確定をして

もらう。通常、規約には以下の内容が含まれる。 
 
・ 会議の目標 
・ 会議とスポンサー・招集者の関係 
・ 会議の参加者 
・ 参加者の責任 
・ 会議の運営方法 
・ （もしいれば）ファシリテーターの責任 
・ 議論や交渉のすすめ方 
・ 紛争処理手続、意思決定のルール 
・ マスメディア、一般市民とのコミュニケーション 
・ グループが使える予算の利用方法 
・ その他規約に盛り込むべきと参加者が判断した事
項 

 
Step 3：：：：科学技術科学技術科学技術科学技術にににに関関関関するするするする複雑複雑複雑複雑なななな疑問疑問疑問疑問をををを処理処理処理処理するたするたするたするた

めめめめ共同事実確認共同事実確認共同事実確認共同事実確認をををを実施実施実施実施 
 この段階では、検討に必要な情報、そして情報源

に関する見解や意見の相違をどのように処理するか

について参加者が同意することを支援する。共同事
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実確認は、科学技術に関連する課題およびそれらが

政策に与える影響について、利害関係者が共通理解

を構築するためのプロセスである。また、共同事実

確認により、科学技術の方法論、データ、見解、解

釈に関する紛争を処理することもできる。 
 
Step 4：：：：審議審議審議審議 
 このステップでは、各参加者が「相互利得原則

(mutual- gains approach)」に従った交渉を行うこと
で、事前に同意している会議の目標に向けて一定の

成果をうみだすことができる。相互利得原則とは、

事前準備をきちんと行うこと、利害に注目すること、

コミットすることなく代替案を模索すること、意思

決定に資する評価基準の合意を模索することの４点

である。全ての参加者が相互利得原則に従った交渉

を行うよう、プロセスのはじめに、相互利得交渉に

ついての短期研修（半日～２日間）を実施しておく

とよいだろう。 
 各個人が相互利得原則に従うことに加え、専門家

によるファシリテーションや単一文書起草手法を活

用することでより効率的な審議が可能となる。 
専門家によるファシリテーション：熟練したファシリテ

ーターはコンセンサス・ビルディング運営上、必要

不可欠の要素の一つである。検討課題について全員

が考え、建設的な対話を進め、そして参加者間の良

好な人間関係の構築に資する雰囲気を作り出すとい

う責任をファシリテーターは負っている。 
 ファシリテーションには大きなメリットがあるた

め、できれば専門能力の高い中立なファシリテータ

ーを利用することを薦める。以下の３つの条件がフ

ァシリテーターに要求される。 
 
・ 複雑な問題について多数の利害関係者が合意に
達することを支援できる能力と経験があること。 

・ 課題となっている具体的なことがら（例えば農村
開発、都市内のスラム問題など）について基礎的
な専門知識があること。 

・ プロセスに関与している利害関係者との人間関
係という側面、議論や交渉の議題となる個々の事
項という側面、それぞれについて偏りがないこと。 

 
Step 5：：：：合意合意合意合意のののの追求追求追求追求 
 共同事実確認、利害関係の特定、代替案創成のブ

レーンストーミング、合意条件について素案の検討

といったプロセスを経た後で、利害関係者は合意に

至る必要がある。  
 ここで「コンセンサスに基づく合意」の意味を明

確にしておかなければならない。コンセンサスに基

づく合意とは、全ての参加者が受諾できる、もしく

は「受忍できる」合意である。理想は全ての利害関

係者から強い支持を受けたコンセンサスである。し

かし、全ての利害関係者が、全ての合意条件につい

て、積極的に支持しなければならないというわけで

もない。つまり「コンセンサスに基づく合意」とは、

「異議なし」とでも定義することができるだろう。 
 グループは、最初に決めた時間の範囲内で、最終

とりまとめに向けて全員の同意を追求することを推

奨する（強制ではない）。全員一致の同意が難しい状

況に至った場合、全員一致という条件を逆手にとっ

て合意やその実現を妨害しようとするごく少数の参

加者によって、グループ全体が「人質」に取られた

状態にならないよう注意を払わなければならない。

また、各参加者は最終合意案について支持するかど

うか判断を示す前に、自分が代表する組織に確認を

取っておくことも重要である。 
 不満を抱いている参加者や複雑な課題に対してど

のような対策を講じるかによって、グループのコン

センサスに達することができるかどうか、その可能

性が大きく変わってくる。全参加者が満足できるよ

うな解決策が容易にみつからない課題については、

以下の対策を施すとよい。 
 
・ 賢明な取引（トレード・オフ）を探す 
・ 想定しうる複数の状況に応じて複数の合意条件
（対策案）を作成しておく 

・ 何が公正なのか(fairness)についての基準を全員
で合意したり、客観的な立場にいる人物を用いた
りすることで意思決定の判断を行う 

 
Step 6：：：：実施実施実施実施、、、、監視監視監視監視、、、、見直見直見直見直しししし 
 コンセンサス・ビルディング・プロセスの最後に、

最終提言の公式承認を各利害関係者に求める。各関

係者に自分の約束を守らせる方法を編み出すことは

極めて重要である。もし利害関係者の利害が一致し

ていて、さらに合意条件の実現に向けて追加投資が
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必要ないのであれば、そのような合意条件は自動的

に強制力を持つことになるだろう。しかし、そうで

もなければ、法律や規制の改変、追加投資、組織と

しての能力開発などが合意条件の実現に向けて必要

となる。合意がきちんとした形で実現されるために

は、それをどのようなステップを踏んで実現するの

か、誰が実現するのかといった点について、関係者

が明確にしておくことが重要となる。 
 多くの事例において、コンセンサス・ビルディン

グ・プロセスによって達した結論は提言でしかない

ため、その提言を行政や議員に確認してもらい、（そ

の全部または一部を）取り入れてもらわなければな

らない。もしプロセスの最初から、関係者によるコ

ンセンサス・ビルディング･プロセスと、最終的な意

思決定の間の関係性が明確になっていれば、この時

点で問題が起きることはないだろう。しかし、関係

者や意思決定主体がどうすることもできないほど強

い政治的、組織的な力によって問題が生じることも

ある。 
 もしプロセスの結果が政治や組織のリーダーを拘

束できないのであれば、意思決定者に影響を与える

戦略について検討する必要性を参加者の共通認識、

共通目標として認識させる必要がある。具体的な戦

略としては、参加者と行政職員による会談の設定、

記者発表を伴う公式提言の発表などが挙げられる。 
 たとえ十分なリソース（財源、政治的、組織的）

が存在し、合意が実現できたとしても、その結果が

参加者たちの目指したものに一致しているかを確認

し、新たな情報や変化する状況に対応するため、定

期的な監視と評価が必要である。状況に応じた対策

が合意条件の中に明記されているのであれば、状況

の監視は新たな対策を行動に移す上で必要不可欠と

なる。 
 
よくあるよくあるよくあるよくある質問質問質問質問    
Q:多数の利害関係者によるコンセンサス・ビルディング

手法を利用する主目的とはどのようなものか？ 

 多数の利害関係者によるコンセンサス・ビルディ

ングは、利害関係者の数が多く、複数の課題が関係

していて、利害関係者の間に相互依存関係が存在し、

課題の全部あるいは一部の解決に向けて協働するイ

ンセンティブがあるような状況で特に有益だと考え

られる。そのような状況では、コンセンサス・ビル

ディングが以下のような役割を果たすことができる。 
 
・ 利害関係者、課題、共同利得の可能性を明確にす
る（事前評価のプロセスを通じて） 

・ 利害関係者の意見が適切な形で代弁されること
を保証する（利害関係者代表の特定、アウトリー
チ、支援を通じて） 

・ 時間と資源の効率利用を保証する（明確に設定さ
れた合意に基づく目標、規約、作業計画と意思決
定主体との明確な連携を通じて） 

・ 事実及び技術に関する複雑な課題について利害
関係者による共通理解を構築する（共同事実確認
を通じて） 

・ 交渉と意思決定のための相互利得原則(mutual- 
gains approach)を適用する（わかりやすい規約と
意思の決定ルール、効果的なファシリテーション
を通じて） 

 
Q:多数の利害関係者によるコンセンサス・ビルディング

手法の利用が不適切、不可能な状況とは、どのような

状況か？ 
・ 重要な利害関係者が参加を拒否する場合。参加を
拒否する理由として、他の利害関係者の協力を得
ることなく自分が欲しいものを獲得できる場合
（つまり、利害関係者間交渉によって獲得できそ
うな条件よりも、自分の BATNA のほうが条件が
よい）、根強い反感や不信感などにより招集者及び
他の利害関係者との共同作業に絶対関わりたくな
いと確信していることが考えられる。 

・ 十分かつ意味のある参加、共同事実確認、審議に
必要とされる資源が不足している場合。例えば、
感染症の大発生や通貨危機などは、きわめて迅速
な対応が必要となるため、決定が必要とされる時
点までに、利害関係者を集め、情報を共有し、交
渉により合意に導くことは物理的に不可能であろ
う。 

・ コンセンサス・ビルディングの基本目標、規約、
意思決定のルール、コンセンサスを得た合意条件
が自分の組織に与える拘束力について、利害関係
者が合意できない場合。 
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人人人人のののの““““存在感存在感存在感存在感””””をををを高高高高めるめるめるめる「「「「場場場場づくりづくりづくりづくり」」」」ののののプロセスプロセスプロセスプロセス・・・・手法手法手法手法のののの開発開発開発開発をめざしてをめざしてをめざしてをめざして    
〜〜〜〜愛知県岩倉市愛知県岩倉市愛知県岩倉市愛知県岩倉市におけるにおけるにおけるにおける第第第第３３３３次総合計画策定次総合計画策定次総合計画策定次総合計画策定をををを通通通通してしてしてして〜〜〜〜    

（株） 計画技術研究所 
竹迫 和代 

 
１１１１．．．．はじめにはじめにはじめにはじめに    
 私はまちづくりコンサルタント会社で、“住民と行

政の協働によるまちづくり”の支援を仕事としてい

る。今、自治体の多くは条例づくりや様々な計画策

定のプロセスに住民参加の機会を設けることが必須

要件のようになっており、そのための「意見交換の

場」の企画・運営をお願いされる機会も多い。この

ことは、結果として住民への情報公開が進み、非常

によいことだと思っているが、合意形成の手法やプ

ロセスには疑問を感じることがある。なぜなら、意

見をまとめることに重きがおかれ、一人ひとりの生

き様（人生観や価値観、エゴも含め）をしっかり受

けとめ、腰をすえて問題解決していこうという気概

が感じられないケースが少なからずあるからである。

語弊があるかもしれないが、「合意形成の手法」とは、

結局はその場を主催する側にとって都合の良いよう

に場を収めるための“手段”なのではないかと思う

ときもある。私がこのように感じるのは、次の原体

験が大きく影響している。 
 １９９０年、大学生であった私は、当時、学外に

アパートを借りて学生仲間14名と「福岡SANKAKU
（参画）－JUKU（塾）」という学生によるまちづく
り支援組織を立ち上げ、活動していた。そんな中、

鹿児島県川辺町にある「ぼっけもん塾」というまち

おこし団体に『ラベルワーク（*1）』をトレーニング
する講習会を企画・運営することになった。「ぼっけ

もん塾」の塾生は、町民と行政職員の有志で構成さ

れ、20代から 80代まで総勢 30名前後であった。夜
を徹して大人たちが、それぞれの立場を越えて互い

の生き様をぶつけあいながら熱く町の将来像を議論

する姿に、学生であった私はただただ圧倒されてい

た。と同時に、ここまで率直な議論を引き出す『ラ

ベルワーク』という手法に驚いた。小さなラベル 1
枚に、他者では容易に動かしがたい“存在感”があ

り、そのラベルに触発される形で新たなアイデアや

意見が生まれていた。地域の支えも素晴らしく、お

腹がすいた頃には、地域のおばちゃんたちがおにぎ

りを差し入れしてくれた。こどもも時々顔を出し、

親たちの議論を見学していた。自分の住む町に誇り

と志を持つ人とそれを支える地縁。まちづくりの議

論が現場の真っ只中で行われ、この会場から一歩外

へ出れば即実行へと動き出しそうな熱のある講習会

であった。実際、このときのアイデアが後日、次々

と実行に移されていった。これが私の「合意形成」

の原風景である。と同時に、私が現在の職につくこ

とを強く決心した出来事でもあった。 
 このときの講習会のような、手法にふりまわされ

ず、しかし手法によって一人ひとりの存在感が際立

ち共鳴しあう“場面”を少しでも多く育むためには、

どのようなプロセスと手法を開発すればよいのか。

本稿では、この試みにむけて試行錯誤した一つの事

例を報告し、そのプロセスや手法のポイントを改め

て整理してみたいと思う。 
 
２２２２．．．．小小小小さくてもさくてもさくてもさくてもキラリキラリキラリキラリとととと光光光光るまちるまちるまちるまち『『『『岩倉岩倉岩倉岩倉』』』』    
～～～～計画計画計画計画をををを““““絵絵絵絵にににに描描描描いたいたいたいた餅餅餅餅””””にににに終終終終わらせないわらせないわらせないわらせない！〜！〜！〜！〜    
２．１ 岩倉ってどんなまち？ 
 岩倉市は、日本のほぼ中央に位置し、名古屋空港

から車で約 20分、名古屋駅からは電車で 15分、大
きさは 10平方キロメートル、人口４万８千人の小さ
な都市である。まちには、田園風景も残り、五条川

沿いの素晴らしい桜並木、山車巡行、“のんぼり洗い”

など昔からの伝統行事もきちんと受け継がれている。

神社仏閣も数多く残る一方で、近郊都市のベッドタ

ウンとしての開発も進んでいる。このまちが、第 3
次総合計画（*2）を策定するにあたり平成 11～12
年の 2年間かけて住民参加で計画の検討を行った。 
 

竹迫
たかば

 和代 
（株）計画技術研究所 
141-0031 東京都品川区西五反田 7-17-7五反田第１長岡ビル
takaba@kgk-net.co.jp 
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２．２ どんな仕組み・プロセスで進めたの？ 
 図１にあるように、行政でつくる「策定委員会」

と市民でつくる「市民ワークショップ運営委員会（以

下、ＷＳ委員会と略）」の２つの組織で、岩倉市を大

きく５つの地域にわけ検討を進めていった。ＷＳ委

員会のメンバー選定は、広報で公募をかける一方で、

行政独自にキーマンとなる市民には声かけが行われ

た。その結果、各地域 4名ずつ計 20名の市民委員が
決定した。重要な点は、ＷＳ委員会に行政職員も市

民と同数入っていたことである。このＷＳ委員会で

育まれた市民と行政の協働体験が、今でも計画を実

行する上で大きな原動力となっている。市民委員の

年齢や職業などは多彩であった。商店主もいれば農

業従事者、退職した高齢者や現役学生もいた。なお、

委員のほとんどは初めて顔をあわせる状況であった。 
 策定のプロセスについては、平成 11 年～12 年の
間に、5 地域合同のＷＳ委員会は 7 回、各地域ごと
のＷＳ委員会は地域ごとにばらつきはあるものの10
～15回程度は行われている。それ以外に、一般市民

を対象に、5 地域ごとに開催された「市民ワークシ
ョップ」は 3回、市全体に呼びかけて開催される「市
民フォーラム」は２回実施された。この市民ワーク

ショップやフォーラムの企画・運営をするのがＷＳ

委員会の役割である。まず、岩倉市民にこの計画づ

くりをＰＲしようということで、平成 11年 8月に行
われた「夏まつり市民盆おどり」の際に、ＷＳ委員

がサンドイッチマンとなり（写真１）お祭りにきて

いた市民に突撃インタビューを行い「岩倉一言ＰＲ」

を聞かせてもらった。この手法は『ポラロイドイン

タビュー（*3）』といい、顔写真と一緒にその人の岩
倉に対する想いが貼り出された（写真２）。そして、

9月に行った「第 1回市民ワークショップ」では、『ま
ちあるき（*4）』を行い、普段見過ごしていた地域の
よいところや問題点を把握して行った。この『まち

あるき』を行う前に、ＷＳ委員会では「事前まちあ

るき」を行っている。10月に行った「第 2回市民ワ
ークショップ」では、第 1 回の内容をふまえ、各地
域ごとに目標を考えた。これも事前にＷＳ委員が数

回集まり、目標のリストを作成する作業を行ってい

る。11月には、市の祭り（市民ふれ愛まつり）で計
画案をパネルで掲示し、来場する人にシールを貼っ

てもらい内容の評価をしてもらった。平成 12年 1月
に「第 1 回市民フォーラム」を開催し、広く市民の
方々へ総合計画の策定状況やＷＳ委員会の活動報告

を行い意見交換を行った。このとき、平行して地域

内のこどもたち 50～60 名が造形ワークショップと
して、『わたしたちのメッセージを満載した岩倉の

“旗”』を作成し、フォーラム内で発表した。2月下
旬には、第 3 回市民ワークショップを行い、各地域
の目標の確認とそれに伴って、今後市民としてどの

ような取り組みを行っていくか話し合われた。そし

て、7 月に「第 2 回市民フォーラム」で計画案のお
披露目と、今後この計画を行政と長期にわたり実現

させていくことを目的とした市民活動団体「いわく

ら塾（*5）」の準備会が発足した。 
 
２．３ 計画ができた後はどうしてるの？ 
計画は、平成 13年 4月から施行されているが、時期
を同じくして「いわくら塾」が正式に設立した。こ

 
写真１ サンドイッチマンに扮して意見収集へ GO！ 

 
写真２ 浴衣姿の中学生もまちづくりへ一言！ 



12 

 

の「いわくら塾」は、ＷＳ委員会の市民委員が中心

となって立ち上げたものである。現在、会員数は 100
名を超え、こどもへの体験教室や市内の観光ボラン

ティアなど大きく６つの事業を展開している。各事

業には、細かなプロジェクトが３～５つあり、例え

ば「こどもイキイキ育成事業」の中には、「こども大

学」「親子イキイキいも掘り大会（写真３）」「法話・

座禅体験教室」「茶の湯体験教室」などがあり、近隣

のまちからも参加者がつめかける人気企画もある。

企画運営は、塾独自に行うもの、行政と協働して行

うものなど様々だが、どれも塾のメンバー自身が非

常に楽しんで無理なく続けているところが印象的だ。

もう一つ、特筆すべきことは、いわくら塾は発足当

初から行政からの資金援助は一切受けていないとい

う点である。活動費は会費と企業や財団からの助成

金を獲得し充てている。この自立した気概こそ継続

する秘訣であろう。かといって行政と一切関係を絶

っているわけではなく、定例会をする部屋を貸して

もらったり、議事録を作ってもらうことをお願いし

ている。 
では、次に、計画策定からいわくら塾に至るプロセ

スの中で、手法や場の持ち方として大切にしたこと

を整理してみたい。 
 
３３３３．．．．策策策策定定定定プロセスプロセスプロセスプロセスののののポイントポイントポイントポイント    
■２つの手法を使い分け、参加者の本音（エゴ）を引き

出す 
 私は、この計画策定にファシリテーターとして関

わったが、特に大切にしたことは、「時間がかかって

もいいから本音を出してもらい、それをぶつけあお

う」ということだった。そのためにどういう参加の

デザインを組めばよいか考えた。顔をあわせるのが

初めての人が多いので、その人のこれまでの歴史を

共有する時間を大切にし、ワークショップの企画の

中にもその人の特技や個性が生きるポジションを工

夫した。また、手法として『ラベルワーク』を用い、

小さなラベルに、必ず記名式で自分の意見を書いて

もらうことを行った。それと同時に『ファシリテー

ショングラフィック（*6）（写真４）』の手法も用い、
直接口に出して思っていることを自由に発言できる

環境も整えた。エゴというと悪いニュアンスにとら

れがちだが、現状を打開できるようなアイデアは話

し合う人のエゴ（主観であり、強い想い）が引き出

せなければ生まれてこない。そのためにも委員の

方々には、自分が思う存分発言しても大丈夫という

安心できる土壌をつくることに、ファシリテーター

として心を砕いた。 
■多くの市民と声を交わすデビューの場づくり 
 市民ワークショップやＷＳ委員会ではどうしても

閉じられた空間で限られた人の意見しか出ない。そ

こで、地域のお祭りや市のイベントをうまく活用し

て幅広い年代の意見を収集することを試みた。夏祭

りでは、ＷＳ委員が恥ずかしげに中学生や子育て中

の若いお母さん、30～40代の男性をターゲットに声
をかけていく姿が見られた。しかし、30分ほど過ぎ
る頃からは、イキイキした表情でインタビューに向

かう委員が増えてきた。「茶髪の子に声かけたけど、

案外しっかり意見言うわ～」という声にあらわれて

いるように、意外な発見や多様な市民と交流できる

 
写真３ ３００名を越える参加者でにぎわう芋掘り大会 

 
写真４ ファシリテーショングラフィックの風景 
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楽しさを心から実感したようであった。このような

経験を経てから、委員会の場の雰囲気がガラリと変

わった。人によっては最初の頃と、主張していた内

容が変わってしまった人もいる。やはり、多くの市

民と価値観を交し合うことで、自分の中の何かが変

わり始めていたようである。 
■競争意識とおせっかい精神を育む 
 5 地域にわかれての計画検討だったので、隣の芝
生が青く見えがちである。自分の地域ならではの特

徴がどういうところにあるのか、注意深く見極めな

がら、逆に他地域の内容で、こういうことも盛り込

んではどうかという指摘もあわせて行うように工夫

した。自分の地域ばかり計画の中身がよくできても、

岩倉市全体でみると果たしてどうかという視点も常

に意識するように心がけた。 
■家族・隣近所を巻き込んで活動を発展させる 
 いわくら塾のメンバーをみると、夫婦で入会して

いる人が多い。また、ご近所連れ立っての入会もあ

る。これは、夫か妻がＷＳ委員だったことがきっか

けで、家族やご近所さんも巻き込んで塾活動に発展

していっているのである。自分のやっていることを

支援してくれる周囲の支えがあることは、継続して

関わっていく上で大きなポイントになる。計画策定

の段階から、ワークショップやフォーラム、地域イ

ベントに出店を出すなどして積極的に地域へ情報を

発信していたことも、この“巻き込み現象”が実現

した要因だと考えられる。 
■自分を開き、自らが“社会資源”と化す 
 いわくら塾は、活動しているプロジェクトのフィ

ールド、講師、材料等などすべて塾内でまかなう“自

給自足”の塾である。例えば「親子イキイキいも掘

り大会」は、畑はＷＳ委員で農業をしているメンバ

ーの休耕田を借りて、日々の世話はその畑の周囲の

農家のおかみさんと塾のメンバーで行っている。ま

た、「特産品開発事業」の中に「コーチンまん（*7）
の開発」があるが、これも塾の主旨に賛同した地元

在住の料理研究家が講師を務めている。 
 
４４４４．．．．おわりにおわりにおわりにおわりに    
 計画策定中、「身の丈にあった無理のない計画をつ

くろう」という声を市民委員からよく聞いた。計画

は住民自らが実行するものという意識の芽生えを感

じた。同時に、計画そのものは、住民にとっては付

属品のようなもので、このメンバーだったら何かワ

クワクするようなまちづくりができるのではないか

という気持ちが高まっていったプロセスだったのだ

なと感じた。その要因は、先述した通り多くの市民

と直接声を交わしたり、自分たちが作った計画を評

価してもらう場があったり、何より市民委員一人ひ

とりの魅力が共有できたからこそ、「いわくら塾」と

いう形に結実し、今に至っているのだと思う。この

「いわくら塾」には、メンバー一人ひとりの“存在

感”が高まり、かけがえのない“ひとり”として“地

域”という場づくりに生かされ、それがひいてはそ

の人の人生を豊かにするという“参画型の人生スパ

イラル”のようなダイナミックな動きがあるように

思えてならない。 
 
 さて、私にとっての今後の課題は、その土地の記

憶（歴史・風景・気概等）や暮らす人一人ひとりの

“存在感”をありありと伝える手法の開発であり、

図１ 第３次岩倉市総合計画策定体制 
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その“存在感”を受けとめ生かし発展させることの

できる「場づくり」の支援であると考えている。第 2、
第 3の「ぼっけもん塾」や「いわくら塾」が生まれ、
“参画型の人生スパイラル”を謳歌する人が地域に

たくさん存在するように、微力ながら力を尽くして

いきたい。 
 
語意語意語意語意のののの解説解説解説解説    
*1 人間の知的活動、とりわけ知識の発信・交流（ラベルケ

ーションと呼ぶ）および、知的生産のための図解思考（ラ
ベル図考と呼ぶ）の道具（媒体）としてラベルを用いる
理論と技術の体系。林義樹氏が 1995年頃から用い始め
た概念。 

*2 市民と行政が共有するまちづくりの方向性をしめす計
画。１０年を目処に見直すことになっている。 

*3 ワークショップや地域のイベントなどで、ポラロイドカ
メラで参加者の写真をとり、その余白にその人のメッセ
ージを書き込んでもらう手法。顔とメッセージがひとめ
で把握できる効果がある。 

*4 5～6 人のグループで地域をぶらぶら歩きながら、そこ
の地域資源や課題などを発見していく手法。歩いた後は、
地図に発見した情報を書き込み整理する。単にまちを歩
くのではなく、事前の準備作業が非常に重要な意味を持
つ。 

*5 第３次岩倉市総合計画の地域づくりプラン（市民自らが
取り組むまちづくり計画）を、行政と協働で長期にわた
り実現することを目的とする市民活動団体。詳しくはホ
ームページまでアクセスを！ 

http://www.pc-sion.com/iwakurajuku 
*6 住民参加の会議からNPOなどの組織の経営会議、そし

てシンポジウムなどの大規模な集まりなど、実に幅広い
場面で活用されている技法。会場の前面、あるいは側面
に大きな紙をはり、ファシリテーターと呼ばれる進行役
が話し合いの内容を同時並行で記録しながら会議運営
が進められる。「グラフィック」という言葉のとおり、
文字だけではなく様々な色やアイコン、図形といった視
覚的な表現方法を屈指して、記録していくところに特徴
がある。 

*7 名古屋コーチンを具にした肉まんのことで、この岩倉市
に最初に名古屋コーチンの養鶏場があったことにヒン
トを得て商品開発がスタートした。市のイベントには出
店を出し販売しているが、即完売なのでなかなか食べら
れない逸品になっている。 

 
参考文献参考文献参考文献参考文献    
『第３次総合計画』 岩倉市 2001年 
『看護の知を紡ぐラベルワーク技法〜参画型看護教育の理論
と実践』林義樹 監修、金城祥教 編集 精神看護出版 
2004年 

『参画教育と参画理論〜人間らしい「まなび」と「くらし」
の探究』林義樹 学文社 2002年 

『参加のデザイン道具箱』世田谷まちづくりセンター 
拙稿 『創設場参画のプロセスと推進エンジン〜人々の「内
なるエネルギー」による創場をめざして』社会教育
2002.5月号 
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インターネットインターネットインターネットインターネット地図型情報交流地図型情報交流地図型情報交流地図型情報交流システムシステムシステムシステム「「「「カキコカキコカキコカキコまっぷまっぷまっぷまっぷ」」」」 
 

東京大学大学院工学系研究科 助手 
真鍋 陸太郎 

 

１１１１．．．．    「「「「カキコカキコカキコカキコまっぷまっぷまっぷまっぷ」」」」とはとはとはとは 

１．１ コンセプト 

 市民の持つ情報や意向を収集・整理・相互認識（以

下、情報交流とよぶ）するための、住民参加型のま

ちづくりでの手法として「地図上 KJ法」や「ガリバ

ー地図」（中村 1989）などがある。これらは紙地図の

上で情報交流をおこなうものであり、これをインタ

ーネット上で実現しようとしたものが「カキコまっ

ぷ」（図１）である。 

 すなわち、インターネット上に公開された地図（ま

たは画像）の任意の地点に、不特定多数のユーザが、

任意の情報（テキストだけでなく画像･動画･音声な

ども含む多様なデータ）を「付箋紙を貼り付けるよ

うに」入力することができ、また、これら不特定多

数のユーザによって入力され蓄積された情報を自由

に検索･閲覧でき、さらにはコメントすることができ

る、双方向･開放型のシステムであり、説明的には「イ

ンターネット地図型情報交流システム」となるが、

親しみを込めて「カキコまっぷ」と命名している。 

 

１．２ ねらい 

 カキコまっぷのねらいは次のとおりである。 

 (1) これまではまちづくりや都市計画に関心を持

っていなかった層も含めた市民が意識的にあ

るいは潜在的に所有する情報をインターネッ

ト上に明示的に公開・蓄積することで市民自身

のまちの捉え方を多角化させるとともに、結果

として位置情報を持ったまちづくり情報のデ

ータベースがインターネット上に作られる。 

 (2) 蓄積された情報をもとに多主体間で情報交換

することで、情報自体を高度化させ、さらに情

報交換の過程を通じて市民主体の形成を促進

する。 

 (3) カキコまっぷを市民団体や個人が自由に使え

るサービスとして提供することで、市民団体や

個人のまちづくり活動がより高度なものとな

るよう支援する。 

 以上のねらいは、通常の電子会議室にも当てはま

るが、カキコまっぷでは地図を用いてまさに「この

場所」に情報をカキコむことで、記入される情報が

個別具体的になることと、それらの事実を根拠とし

た抽象論ではないより建設的な議論が展開されるこ

とが特徴的である。 

 

２２２２．．．．    インターネットインターネットインターネットインターネット地図型情報交流地図型情報交流地図型情報交流地図型情報交流システムシステムシステムシステムのののの発生発生発生発生 

 インターネット地図型情報交流システムは、電子

会議室に地図が付いたものと捉えることもでき、次

の３つの発生動機を持つと考えられる。 

      
図１ カキコまっぷメイン画面（左）とメモ表示（右） 

真鍋 陸太郎  
東京大学大学院工学系研究科  
113-8656 東京都文京区本郷 7-3-1 
rik@up.t.u-tokyo.ac.jp 
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 １つは、ガリバー地図の IT 化というものである。

まちづくりに関する情報を地図上に蓄積・公開し、

参加者相互の意見交換を通じて、まちの特徴を参加

者それぞれが理解・再認識するとともに、まちづく

りのより高度な解を見つけようとするものである。

カキコまっぷはこれにあたる（真鍋他 2003）。 

 ２つめは、フィールド調査の情報蓄積を IT化しよ

うとするものである。フィールド調査で得られた情

報を電子的に記録しようとするもので、記録・蓄積

後に他の主体との意見交換を行う必要は必ずしもな

く、むしろ情報記入時の統一フォーマットなどに工

夫が必要である。事例としては、小学生向けの社会

科教育のツールとして開発された「エデュマップ」

などが該当するであろう（硴崎 2001）。 

 ３つめは、電子会議室に地図機能を付加したもの

である。文字ベースの電子会議室に画像データや音

声データを用いて内容を補足するのと同じように、

位置情報を付加するものである。位置情報はあくま

でも付加的な情報であり、必ずしも位置情報が必要

であるとは言えない。三重県の「e-デモ+MAP」など

がこれにあたる。 

 IT化の進展の中で地図を使った ITコミュニケーシ

ョンの可能性がそれぞれの文脈で模索されてきたが、

発生の動議が異なっても地図上で情報交流するとい

う基本的な機能はかわらない。最終的には、「位置情

報を持った情報が蓄積・公開されること」と「情報

交換をおこなうこと」という基本的な機能をどれも

が備えるにいたる。しかし、システムの細部仕様は

使用目的によって異なる。 

 

３３３３．．．．    カキコカキコカキコカキコまっぷのまっぷのまっぷのまっぷの工夫工夫工夫工夫 

 「ガリバー地図」を IT化したカキコまっぷは、多

くの市民の参加を促し、意見交換を促すために次の

ような工夫をしている（真鍋他 2001）。 

３．１ 用語の選択 

 カキコまっぷは、まちづくりに興味を持っている

が IT には詳しくない市民や、逆に IT には興味をも

っているがまちづくりなどには無関心な市民の、双

方に参加を促すことを考慮し次のように用語を工夫

している。 

 まず、システム自体を「カキコまっぷ」と親しみ

やすい名称にしている。地図に付箋紙を貼り付ける

イメージをシステム化しようということから、当初

は「インターネット付箋紙システム」と仮称してい

たが、付箋紙という名称が一般になじみのないもの

であることやインターネット上での投稿を俗に「カ

キコ」ということを勘案し「カキコまっぷ」とした。

また、これに呼応して、カキコまっぷで情報を投稿

することを「カキコむ」と呼んでいる。 

 カキコまっぷに投稿された情報は、付箋紙に内容

が書かれたものが地図上に貼り付けられたイメージ

から「メモ」と呼んでいる。地図上にメモの位置を

点で表示する方法は一般的にはアイコン表示という

表現があるが、カキコまっぷでは「地図にピンを刺

している」イメージから「ピン」表示とした。一方

で地図上にタイトルを１行で表示する形式を「ピン」

とのバランスが取れるよう、誰にでも分かりやすい、

形態に即したイメージの用語として「リボン」とい

う表現を用いている。 

 

３．２ 地図上への情報投稿 

 カキコまっぷでは、地図上に位置を指定して「メ

モ」を「カキコ」むが、その際に「付箋紙を貼る雰

囲気」を演出している。具体的には、「新しいメモを

貼る」チェックボックスをチェックすると、白紙の

付箋紙のイメージがマウスポインタの右側に現れ、

あたかもこの付箋紙を地図上に置くような感覚で投

稿する。また、記入されたメモの位置を修正する際

にも同じように情報が記入された付箋紙イメージを

再配置するような演出となっている。 

 カキコまっぷへのカキコみは主としてインターネ

ットに接続されたパソコンからおこなわれるが、

GPS 付き携帯電話からのカキコみも一部のカキコま

っぷで可能である。携帯電話の GPS機能を用いて位

置情報を取得することで、カキコまっぷの地図上の

位置を確定する。携帯電話のカメラ機能を使って写

真を添付することもでき、パソコンからの投稿より

も気軽に情報を投稿できることが利点である。 
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３．３ 情報の検索・表示 

 まちあるきを伴うワークショップでカキコまっぷ

を活用したり、インターネット上で長期間運用した

りすると、非常に多くの情報が蓄積される。ガリバ

ー地図でも同じような状況はおこるが、カキコまっ

ぷは電子化されているので、情報の検索機能が優れ

ており必要な情報に素早くたどり着ける。カキコま

っぷでは、カテゴリにあたる「メモの色」や新着情

報のほか、自由語検索による検索・絞り込みをおこ

なうことができる。 

 検索・絞り込みされた情報は地図上と一覧表との

２つの表示形式で一覧できる。一覧表では、タイト

ルや投稿者などの情報を時系列で一覧できる。地図

上では、さらに２つの表示形式があり、１つは情報

の位置のみを表す「ピン表示」で、もう１つは情報

のタイトルも表示する「リボン表示」である（図２）。

リボン表示では、タイトルが表示されるので地図上

の位置と投稿内容の一部を確認することができるが、

リボンとして表示されるのでどうしても情報が重な

りあってしまう。逆にピン表示では情報の重なりの

課題は小さいが位置のみの情報となってしまい、内

容を確認するには情報それぞれの詳細を別途表示し

なければならない。適宜、３つの一覧方法を使い分

けて必要な情報にたどりつくことになる。 

３．４ コメントの追加 

 カキコまっぷでは、地図を使った双方向コミュニ

ケーションに寄与するために、一般的な電子会議室

と同じように、書き込まれた情報に対してコメント

を付けることができる。コメントは多層的に付加す

ることができ、１つのメモが１つの電子会議室とし

て機能する。 

 

４４４４．．．．カキコカキコカキコカキコまっぷのまっぷのまっぷのまっぷの活用事例活用事例活用事例活用事例 

 カキコまっぷは 2005年 6月現在で約 25の地域や

団体で使用されている。 

 使用目的は、行政内部での情報共有や公共施設の

ユニバーサルデザイン化の検討、まちづくり全般と

いったものから、自転車マップ、子育て情報マップ

というテーマ特化的・趣味的なものまで幅広い。 

 また、地図が対象とする範囲は、建物内部や地区

程度のものから、市町村全域、全国といったように

様々で、それぞれの目的に応じた精度・表現の地図

が使われている。 

 実際の活用は、インターネット上にカキコまっぷ

を設置し広報などはするが原則は利用されるのを受

動的に待つという方法が一部あるものの、多くの場

合は実空間の何らかの活動と連携して用いている。 

名称 運営 対象地 目的・活動の特徴 

フォトカキコ 
写真展 

多摩市、 
photo-kakiko研究会 
（東京大学他） 

東京都多摩市・ 
多摩センター地区

多摩センター地区の街の資源を発見するイベントをおこなった。
情報投稿には GPS・カメラ付携帯電話を用い、その後のワーク
ショップではカキコまっぷを使用して情報整理を行っている。 

ユニバーサル 
徳島マップ 徳島県、徳島大学 

徳島県・ 
郷土文化会館 
（公共施設） 

県の施設である郷土文化会館の改修の際に、ユニバーサルデザイ
ンを実現するための情報収集を行っている。高齢者・障害者など
と館内設備を点検して情報を記入するイベントを実施している。

地域安全マップ NPOしょうまち 東京都板橋区・ 
志村第一小学校区

防犯意識向上のために、小学生や PTAとともに校区内を点検。
４年生の総合学習の時間を用いた一連の防犯授業は効果的であ
った。また、区や小学校、警察署、町会などとの調整を NPOが
おこなった。 

おおやま 
なんでもカキコ 

ハッピーロード大山商
店街、 

NPOしょうまち 

東京都板橋区・ 
大山駅周辺 

商店街の範囲を中心として、商店街と NPO が運営。書き込みに
対して商店街からポイントをプレゼントしたり、商店レポータ制
度と連携したりといった取り組みがある 

ママぶりカキコ ママパパぶりっじ（任
意団体） 

東京都世田谷区・
全域 

子育て世代での情報交換を促進するため団体「ママパパぶりっ
じ」のホームページ・コンテンツの１つとして活用。出張書き込
みサロンやイベントでのブース出展など実空間での活動とイン
ターネット上の活動を継続的に連携させている。 

表１ カキコまっぷ活用事例（一部） 

 

図２ ピン表示（左）とリボン表示（右） 
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 例えば、東京都多摩市の多摩センター地区での「フ

ォトカキコ写真展」では GPSカメラ付携帯電話を用

いたまちあるきワークショップを開催してカキコま

っぷに情報を記入したし（真鍋他2004、上田他2003）、

徳島県の郷土文化会館での取り組みでは高齢者・障

碍者との館内設備の点検をおこなって情報をカキコ

まっぷに記入した。また、東京都板橋区の志村第一

小学校では、４年生の総合学習の時間を充てて防犯

という観点から一連の授業をおこない、その一部と

してカキコまっぷへの記入と地区への情報提供をお

こなっている（樋野他 2004、NPOしょうまち 2004）。 

 一方、通常はインターネット上での記入を待つが

継続的な書き込み促進をおこなう例もある。東京都

の板橋区大山駅周辺での「おおやまなんでもカキコ」

では、書き込みのお礼として商店街からポイントを

発行してカキコみにインセンティブを与えているし、

東京都世田谷区のママパパぶりっじでは、子育てサ

ロンにノートパソコンを持ち込んだり、子育てイベ

ントの際に情報カキコみ用ブースを用意したりして

記入を促している（明石他 2004）。 

 

５５５５．．．．まとめまとめまとめまとめ 

 カキコまっぷは、インターネット上のツールであ

り、ガリバー地図のような楽しい雰囲気を演出する

ためのいくつかの工夫があるが、実際の空間に集ま

ってグループワークをする臨場感には到底およばな

い。また、コンピュータを介しての入力のために地

図上での自由な表現は制限される。 

 一方で、多くの情報を検索・絞り込みすることや、

マンパワーをかけずに継続して情報交流をおこなう

ことは、デジタル媒体の利点である。 

 また、通常の電子会議室とは違い、地図を用いる

ことが物的空間を対象として議論する場合にはメリ

ットとなる。ある場所の具体的な情報が記入され、

その具体性ゆえに議論が発展する例も見られている。

また、位置を地図上に表現して可視化することで、

課題や資源の空間関係の把握を容易におこなうこと

ができる。 

 カキコまっぷは、研究開発と運用実験を通じて、

実装されていない部分は残るものの、一通りの要求

仕様が整理されてきた。いままさに、システムのオ

ープンソース化と、オープンソースを運営する主体

の形成を図り、一般の市民がカキコまっぷを簡単に

運用・活用できるような体制づくりを目指していく

段階となっている。 

 活用に際しては、事例が示すように実空間との連

携も必要である。（広義の）参加のためのツールの１

つとしてカキコまっぷを位置づけ、デジタルとアナ

ログを区別せず組み合わせた総合的な参加プログラ

ムの中で有効に用いていきたい。 
 
カキコまっぷホームページ URL 
http://upmoon.t.u-tokyo.ac.jp/kakikodocs/ 
 
 
主要参考文献主要参考文献主要参考文献主要参考文献 
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真鍋陸太郎・小泉秀樹・大方潤一郎(2003)「インターネット
書込地図型情報交流システム『カキコまっぷ』の課題と
展開可能性」都市計画論文集，No. 38-3, pp. 235-240 

硴崎賢一(2001) 「エデュマッププロジェクトによる教育の情
報化」地理情報システム学会講演論文集, Vol. 10, pp. 
55-58 

真鍋陸太郎・西川俊之・増山篤・馬場昭・小泉秀樹・大方潤
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の評価」地理情報システム学会第７回 S-ITワークショッ
プ 

NPOしょうまち（2004）「WebGISを活用した多様な主体によ
る地域活性化に関する調査」NPOしょうまち 

樋野公宏・真鍋陸太郎・小出治(2004)「各種主体との協働に
よる地域安全学習の成果と課題-『カキコまっぷ』を活用
した地域安全マップづくり-」都市計画報告集, No. 3 2004
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明石真弓・市川徹・折井瑞紀・小林ゆかり・松田妙子・真鍋
陸太郎（2004）「インターネットによる子育て情報の交
換・提供に関する工夫と課題」 みんなで子育て, pp. 
134-141, 国立総合児童センターこどもの城（財団法人児
童育成協会） 
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新新新新しいしいしいしい““““まちまちまちまち美化美化美化美化””””のののの取組取組取組取組みみみみ    「「「「アダプトアダプトアダプトアダプト・・・・プログラムプログラムプログラムプログラム」」」」    
（社）食品容器環境美化協会 審議役 

谷津 直生 
    
１１１１．．．．アダプトアダプトアダプトアダプト・・・・プログラムプログラムプログラムプログラムのののの起源起源起源起源とととと趣旨趣旨趣旨趣旨    
 アダプト・プログラムの「アダプト」は英語の 
ａｄｏｐｔ。「○○を養子に迎える」の意味である。 
1985 年、アメリカのテキサス州交通局が導入した
“adopt-a-highway program”がその起源で、「一定区画
のハイウェイを養子に迎えましょう」、すなわち「ハイ

ウェイを我が子にみたてて面倒をみましょう＝清掃・

美化しましょう」という趣旨のボランティア・プログ

ラムである。 
    
２２２２．．．．アダプトアダプトアダプトアダプト・・・・プログラムプログラムプログラムプログラムのののの基本図式基本図式基本図式基本図式とととと    
        コンセプトコンセプトコンセプトコンセプト    
 アダプト・プログラムは行政と市民の協働で進める

清掃美化プログラムである。市民が一定区画の公共ス

ペースの清掃・美化に努め、行政が市民の清掃活動を

支援する。市民の役割、行政の役割を定めた簡単な“合

意書”に双方調印し、一定期間、継続的に清掃・美化

活動を進める。すなわち、アダプト・プログラムとは

市民と行政の“協働”、“合意”に立脚したボランティ

ア・プログラムである。 
 
 通常の“ボランティア清掃”とアダプト・プログラ

ムの違いは一言では定義し難いが、大きな相違点は、

「役割分担に関する明確な合意＝合意書の存在」、およ

び、その根底をなす「基本認識＝対象となる一定区画

の公共スペースの清掃・美化は行政と市民の協働の役

割」の２点であろう。行政のお手伝いから一歩踏み込

んだ考え方である。アダプト・プログラムは「助成金」

「謝礼」を前提としていない。    
    
３３３３．．．．アダプトアダプトアダプトアダプト・・・・プログラムプログラムプログラムプログラムのののの国内普及軌跡国内普及軌跡国内普及軌跡国内普及軌跡    
３．１ 導入自治体の推移 
 日本でのアダプト・プログラムは、1998年半ば、徳

島県・神山町で始まった。以降、アダプト・プログラ

ムは急速に普及し、7 年後の 2005 年の 12 月現在、同

プログラムは全国で200を超える自治体が導入してい

る。 
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図２ アダプト･プログラム導入自治体数の推移    

 
３．２ 参加人員規模の推移 
 導入自治体の増加とともに、参加人員規模も急速に

膨らんでいる。近年は年間 10 万人を超えるペースで

2004年は、登録団体6500団体、登録人員40万人を超

えた。アダプト・プログラムの活動頻度は各地様々で

あり、年間4回～週何回にいたるまで、巾が大きい。

そのため「登録人員×平均活動頻度＝延べ活動人員」

を的確に推定することが難しいが、百万の大台を超え

ていることは確実である。 

 
 2001年 2002年 2003年 2004年

参加団体 1200 2400 4600 6500 

登録人員 65万人 141万人 270万人 410万人
（食環協調べ）

表１ アダプト･プログラム参加人員 

協働・合意

一定区画の

公共スペース

市 民

アダプト
清掃・美化活動

市民を支援

行 政

公共スペースの
管理発想の転換

協働・合意

一定区画の

公共スペース

市 民

アダプト
清掃・美化活動

市民を支援

行 政

公共スペースの
管理発想の転換

 

図１ アダプト・プログラムの基本図式 

谷津
たにつ
 直生 

（社） 食品容器環境美化協会 
アダプト・プログラム担当 
108-0023港区芝浦 2-15-16 田町K・Sビル 
tanitsu@orange.ocn.ne.jp 
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４４４４．．．．アダプトアダプトアダプトアダプト・・・・プログラムプログラムプログラムプログラムのののの導入導入導入導入パターンパターンパターンパターン    
４．１ 導入されている場所 
 アダプト・プログラムは、「道路」「公園」「河川敷き」

「海岸」「港湾」など多様な場所の類型、「駅前」「繁華

街」「生活道路」など様々な性格の場所で導入されてい

る。当協会が全国の導入自治体に実施したアンケート

調査の結果によると、概略以下の通りであった。（複数

回答） 
 
道路（国道、県道、市町道）で導入している 

自治体：72％ 

公園で導入している自治体：59％ 

河川敷・海岸などで導入している自治体：40％超 

地域を代表する駅前で実施している自治体：28％ 

中心部繁華街で導入している自治体：16％ 
 
 「道路だけ」「公園だけ」「河川だけ」のパターンが

あれば、「道路と公園」「道路と河川」などの複合導入、

さらには「参加者が希望する域内の全ての場所＝包括

的な導入」などのパターンもある。    
４．２ 導入の窓口部署 
 行政のどの部門がアダプト・プログラムを導入して

いるかも重要なポイントである。大別すると、以下の

通りである。自治体の組織図にこだわらず、あえて筆

者の感覚による分類を試みたので申し添える。 
 アダプト・プログラムは多様な成果を求めて導入さ

れているが、この中のどの効果をより重視しているか、

部門によって少なからず異なる。また、これを反映し

て、制度運用のあり方にも相違が見られる。 

    
５５５５．．．．アダプトアダプトアダプトアダプト・・・・プログラムプログラムプログラムプログラムにおけるにおけるにおけるにおける市民市民市民市民とととと行政行政行政行政のののの    
        役割分担役割分担役割分担役割分担    
 冒頭で触れたとおり、アダプト・プログラムとは、

行政と市民の協働、すなわち役割分担の合意に立脚し

て成り立っている。 
 市民の本来的な役割は、「清掃活動」であるが、プロ

グラムの普及・浸透の過程で、活動内容が次第に変容

し、「まち美化全般」「アメニティー要素の取入れ」な

どへ広がりをみせている。 
 当協会が実施した直近の導入自治体アンケート調査

の結果を紹介する。「清掃」を中心に多様な活動が行わ

れている傾向が読取れる。 
 
アダプト・プログラム 市民の活動内容 
●清掃・ごみ拾いの実施率： 100％ 
●除草： 86％ 
●花壇の世話： 64％ 
●植栽： 48％ 
●苗の育成： 26％ 
●落書き落とし： 13％ 
●粗大ごみの撤去（通報）： 13％ 
●違法広告物の撤去： 8％ 

 
 ４番目にランクされる、「植栽」が、ほぼ半数の自治

体で取組みの対象となっている。「苗の育成」以下の活

動については、いまだ採用されているケースは少ない。 
 行政の役割、すなわち「市民の清掃活動の支援」の

実態は以下の通りである。（導入自治体アンケート） 
 
 ・どの自治体でも実施されている支援： 
   「活動で回収されたごみの収集」 
 ・ほとんどの自治体が行っている支援： 
  「清掃用具の提供」 
  「サインボードの掲出」 
    ･･･市民団体の名称など記載。次項参照 
  「安全指導と傷害保険の加入＝ 
   保険料自治体負担」 
 ・有無が合い半ばする支援： 
  「作業着、または、帽子などの提供」 
    ･･･多くの場合、各地アダプト・プログラム 
     のシンボルマークまたはロゴがプリント 
     されている。 
 
 上記フルメニューを充足している自治体にあっては、

市民は、ロゴの入った作業着と帽子を着け、傷害保険

の補償を受け、自分が属する市民団体の名称が記載さ

れたサインボードのもとで、清掃活動を行う。 
 
 

部門の分類 アダプト・プログラムの 
導入窓口部署 

 
場所の管理者部門 

・道路管理部署 
・公園管理部署 
・河川管理部署など 

廃棄物対策部門 ・清掃担当部署 
・ごみ減量担当部署など 

市民部系の部門 ・市民部 
・まちづくり推進部署など 

表２ アダプト・プログラムの導入窓口部署 
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６６６６．．．．アダプトアダプトアダプトアダプト・・・・プログラムプログラムプログラムプログラムののののサインボードサインボードサインボードサインボード    
 通常のボランティア清掃活動とアダプト・プログラ

ムを表面的に比較した場合、最も端的な相違点は“サ

インボード”の有無である。アダプト・プログラムで

は多くの場合、活動団体の名称を記載したサインボー

ドを活動の場所に掲出する。サインボードのデザイン

は、まさに各地各様であるが、記載要素別に括ると、

「アダプト・プログラムの名称」「活動団体の名称」「活

動の対象となる区画の明示」「制度の趣旨・活動の内容」

「制度の導入主体・窓口部署」の５要素である。これ

らがサインボードに記載すべき必須事項と考えられる。 
 下記は宮城県が河川のアダプト・プログラムで使用

しているサインボードの基本設計である。合わせてい

くつかの実例を紹介する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 全国各地のサインボード 

７７７７．．．．アダプトアダプトアダプトアダプト・・・・プログラムプログラムプログラムプログラムのののの導入成果導入成果導入成果導入成果    
 「導入自治体の評価」「活動市民団体の声」「当協会

の情報収集」を総合し、アダプト・プログラムの導入

効果を以下の通り整理した。 
効果１＝美化の実効 
 “導入した場所がよりきれいになる”これはアダプ

ト・プログラムに期待される本来的な効果である。こ

れはさらに二つの効果に分けられる。 
A．清掃効果 
効果の図式＝アダプト・プログラムの導入→導入地点

での清掃活動の充実→散乱ごみの減少 
 この効果は、既に、実査で検証された事例がある。

また、検証されていないまでも、関係者の間で効果の

存在についてコンセンサスができあがっている。 
B．散乱ごみの発生抑制効果 
効果の図式＝アダプト・プログラム参加市民の清掃活

動（活動する姿）、およびアダプト・プログラムのサイ

ンボードの掲出→通行人・利用者への散乱防止呼びか

け効果→散乱行為の抑制→散乱ごみの減少 
 この効果について、当協会はいくつかの事例につい

て効果検証に成功しているが、いまだ、十分な情報蓄

積がない。ただし、後記の通り、行政および参加市民

団体に定性的・感覚的な評価を求めたところ、「効果あ

り」の声が多かった。 
効果２＝意識効果 
 アダプト・プログラムが環境に関する好ましい意識

変化を醸成することが、関係者の間で広く認知されて

いる。次の３点に要約される。 
 

A．まちの美化への関心の高まり 
B．まちへの愛着、まちづくりへの関心の高まり 
C．ボランティア活動全般への関心の高まり 

 
以上の諸点を裏付ける資料を、１～２紹介する。 
 
資料１：アダプト･プログラム導入自治体アンケート調査 

（対象：導入全自治体 回収率：90％超） 
 2001年 2002年 2004年 
美化の実効  

５１％ 
 
６０％ 

非常に 37
やや 52 

まち美化への
意識効果 

 
６５ 

 
６９ 

非常に 44
やや 47 

ボランティア
活動の活性化

 
２５ 

 
５９ 

 

2001年＝該当する効果にいくつでも○印 
2002年＝各アイテム別に、有無にチェック 
2004年＝「非常に効果あり」、「やや効果あり」、「どちらとも 

いえない」、「わからない」の４択 

 

 

 

埼玉県 相模原市 

高知県 新潟市 
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 上表にみる通り、多くの導入自治体が定性的にアダ

プト・プログラムの効果をみとめており、その評価ス

コアは年を追うごとに上昇しつつある。 
 

資料２：アダプト・プログラム参加市民団体 
アンケート調査 
（2001年 10月実施  有効回収：177団体） 

評 価 項 目 評 価 
散乱ごみが減少した ５４％ 
まち美化への関心が高まった ６７ 
自分が捨てなくなった ５３ 
ポイ捨て防止の啓発効果（対通行人） ４２ 
地域への愛着が深まった ４６ 

該当する効果にいくつでも○印 
 
 既述の自治体アンケートと酷似した評価パターンを

呈している。行政側からみても、市民側からみても、

「美化の実効」「散乱防止の啓発効果」「まち美化への

関心」「まちづくりへの関心」などについてプラスの寄

与が大きいことが読み取れる。 
 
８８８８．．．．アダプトアダプトアダプトアダプト・・・・プログラムプログラムプログラムプログラム急伸急伸急伸急伸のののの背景背景背景背景    
 アダプト・プログラムの急速普及をもたらした要因

は、「アダプト・プログラムそのもの」に関する要因と

「環境与件」等に分けて整理すると、わかり易い。ポ

イントは次図の通りである。 

図３ アダプト・プログラム急伸の背景 
 
 

 いま、自治体は限られた予算の中で、散乱ごみ対策

にこれ以上経費を注ぎ込むことは難しい。まち美化条

例、ポイ捨て禁止条例を制定するが、これも決め手と

なっていないのが実情である。 
 散乱ごみ対策の推進には、ボランティア活動の活性

化が不可欠であるが、しかし多岐にわたるボランティ

ア活動を個別に取上げ、この活性化を進めることは、

自治体の人員体制上、限度がある。いま必要とされる

のは、以下のような要件を合わせ持った新しいボラン

ティアプログラムである。 
●「美化の実効と意識改革」の双方の効果を併せ 
 持つ散乱対策の導入 
●単発的な取組みではなく「継続を前提としたボ 
ランティア清掃プログラム」の導入 

 ●「プログラムの概要・導入までの進め方」が 
わかりやすく標準化されていて、それゆえ、 
最短距離で各地の実情に沿ったバリエーショ 
ンが策定可能 

 
９９９９．．．．当協会当協会当協会当協会ののののアダプトアダプトアダプトアダプト・・・・プログラムプログラムプログラムプログラム普及推進活動普及推進活動普及推進活動普及推進活動    
 当協会は、8年前、1997年～1998年にかけて、ア
ダプト・プログラムに着目し、「日本の実情に適合した

アダプト・プログラム」の研究を行った。地方自治体

の実務者、学識経験者、NPO を交えて日本版にアレ
ンジした結果を、「パンフレット」「ビデオ」にまとめ、

1999年、全国に情報発信し、普及活動を開始した。 
 現在、「パンフレット」「ビデオ」「各種報告書」「ホ

ームページ」「個別コンサルティング」を通じて、アダ

プト・プログラムの紹介に努めている。 
 詳細は当協会のホームページを参照されたい。 
 

 
ホームページアドレス： 
 http://www.kankyobika.or.jp/ 

アダプト・プログラムの特徴 
●美化の実効、多面的な意識 
 変容効果 
●合意に基づき、継続する 
まち美化プログラム 
●時代の流れである「協働」 
 をベースとした取組み 

行政の政策方針・市民の期待 
●自治体の「散乱対策の手詰
まり」→実効があがる新たな
取組みが必要 
●「まちづくり」への取組み 
 強化→その牽引車として
アダプト・プログラムに注目 
●いまは全ての局面で、キー
ワードはパブリックインボ
ルブメント→アダプト･プロ
グラムは、その代表的な手
法。 

アダプト・プログ

ラムの急速普及

環境・与件 
●余力のある退職 
 者の増加→参加予
備軍の増加。 
●地域連帯の再生へ
の回帰傾向→取組み
の第一歩は「身近な
まち美化活動」から。
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コンセンサスコンセンサスコンセンサスコンセンサス会議会議会議会議とそのとそのとそのとその日本日本日本日本でのでのでのでの試試試試みみみみ    
東京電機大学理工学部 

若松 征男 
    
００００．．．．始始始始めにめにめにめに    
 1990年、科学コミュニケーション研究のためにデン
マークに留学中、私はコンセンサス会議という方法が

あることを知った。コンセンサス会議とは，十数名の

一般市民が新しい技術について、多様な専門家からの

知識・意見の提供を受けた上で、その技術を評価する、

あるいはコンセンサスを生み出す努力をする、そして

その結果を広く発表して（ここまでが会議方式、以下

は会議を開催する目的）、社会の意思決定に影響を及ぼ

そう、また、一般社会における議論を盛んにしよう、

というものである。ここでいう新しい技術とは、なか

なか評価しにくく、論争になっている、あるいは論争

の種を含んでいるものである。そのよい例が遺伝子操

作技術であり、これまで世界で行われたコンセンサス

会議で数多く取り上げられている。 
これを私は『科学技術ジャーナル』で、1993年に日
本に紹介した。97年、この方法を日本で試行すること
とした。そして、仲間を得、助成財団の支援を得て、

98年の 1月から 3月にかけて、遺伝子治療をテーマに
開催した。翌 99年には、第 2回の試行を行い、一定
の社会的認知を得たが、それが、農水省をスポンサー

とし公的機関（農水省外郭団体である農林水産先端技

術産業振興センターSTAFF）が開催した最初のコンセ
ンサス会議（2000年）につながった。 
 これらは科学技術への市民参加に興味・関心をもつ

人々に注目され、新興の研究領域、科学技術社会論の

研究者を中心として、議論されてきている。また、私

だけでなく、かなりの人がこの手法について論文や著

書の中で、紹介・議論している。しかし、本誌編集部

の要請に応え、また、これまで見聞きしたことのない

読者のために、同じことを繰り返し書くことを恐れず、

重ねて手法を紹介する。また、この手法とそれを用い

たイベントなどについて興味を持つ読者のために、手

がかりとなる文献などを、包括的ではないが、紹介す

ることとする。 

 ところで、本号では、「合意形成の手法と技術」をテ

ーマとした編集であると聞く。コンセンサス会議は確

かに合意（コンセンサス）を目指す設計になっている。

しかし、私は、この手法を、市民参加型手法の中に位

置づけていることを念のために述べておきたい。それ

は、この手法が目標とする「合意」（コンセンサス）は

一つの選択肢であり、他に、多様な可能性があるから

である。 
    
１１１１．．．．コンセンサスコンセンサスコンセンサスコンセンサス会議会議会議会議というというというという会議手法会議手法会議手法会議手法のののの出自出自出自出自とととと世界世界世界世界へへへへ

のののの広広広広がりがりがりがり    
 コンセンサス会議（Consensus Conference、以下、
CCと略す）という会議手法は、1987年、デンマーク
のテクノロジー･アセスメント機関であるデンマーク

技術委員会（Danish Board of Technology、DBT）が
案出したものである。 
 1960年代後半のアメリカにおいて、環境問題の激化
は、技術の社会への導入の前に、予めその技術を評価

するべきであるという考え方を生んだ。これがテクノ

ロジー･アセスメント（TA）である。70年代初め、こ
の概念の制度化として、アメリカ議会の下にOTA（技
術評価局）が創設された。TA、OTA は日欧にも影響
を及ぼしたが、日本においては、評価手法研究に止ま

り、TA の制度化に向かうことはなかった。しかし、
欧州においては、長く、しかし、止まることのない議

論の末に、80年代半ば以降、TA機関が議会の下に、
あるいは外に設立されていった。その先頭を切ったの

がデンマークであり、DBTは 1985年、議会の下に最
初は時限的に設立された（95年、常設機関となった）。 
 DBT は TA 手法として、アメリカの NIH が 1977
年以来使っているコンセンサス開発会議（Consensus 
Development Conference、CDC）という手法を用い
たが、1987年、評価パネルを一般市民によって構成す
るという転換を図り、CC という手法を生み出したの
である。ちなみに、第 1回のCCは、現在、DBT事務
局長ラース・クリューヴァー氏がプロジェクト・マネ

ジャーを務めた。 
 CC はヨーロッパにおいて知られるところとなった
が、当初、デンマーク的手法あるいはデンマークだか

若松 征男 
東京電機大学 理工学部 一般教養系列 
350-0394 埼玉県比企郡鳩山町石坂 
wakamats@i.dendai.ac.jp 
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らこそ出来る手法と捉えられていた。これが、1993
年にオランダ、94年にイギリスとニュージーランドで
試行され、90年代後半以降、急速に世界各国で試行さ
れるようになった。この流れの中に、日本における試

行もあると見ることができるが、これら試行は、この

手法が普遍的に用いうるものである可能性を示してい

る。 
    
２２２２．．．．CCのののの標準的手続標準的手続標準的手続標準的手続きききき 
 CC とはどのような会議手法か。デンマークで生み
出され、世界各国で試みられている標準的手続きを、

いくつか私のコメントをはさみながら示そう。なお、

この後で示すが、日本への導入に当たっては、かなり

の変更を加えたことを予め述べておきたい。 
開催決定開催決定開催決定開催決定・・・・準備段階準備段階準備段階準備段階    
会議は大きく分けて、開催決定・準備、準備会合、

本会議の三つの段階からなる。まず、あるテーマにつ

いての会議開催が決定されると、会議運営の事務局が

設置され、ついで、これとは別に計画全体の公正・公

平な運営を行うための運営委員会が作られる。その委

員会が計画を承認すると、市民パネル（一般市民 15
名程度、会議の中で主役を務め、最終的に報告書を作

る）の募集を行う。その間、市民パネルに、課題とす

る技術問題についての基礎的情報を提供するための準

備を行う。それは、内容についての検討、それを分か

りやすく書いた文書の準備、市民パネルに説明する説

明者の選任などである。この文書の執筆者や説明者に

は科学ジャーナリストを選ぶことが多い。事務局はま

た、市民パネルの質問に回答する専門家を想定して探

し、会議に参加する意志があるかどうかを確認してリ

ストを作っておく。 
この会議方式では、専門家という言葉を大変広い意

味で用いていることに注意する必要がある。例えば、

課題について明確な意見をもって主張している人々も

専門家（デンマークでは、「意見の専門家」という表現

がある）として参加してもらう。また、運営委員会が

適切に機能することが、CC を用いたイベントが社会
的に信頼されるかどうかにとって決定的である。この

委員会には、課題に関わる多様な関係セクター、団体・

機関からの参加を得ることが望ましいが、そのことが、

課題の扱い方、情報の提供の仕方などについて、社会

から公正・公平に実施されているという信頼を得るこ

とにつながる。なお、DBTが行うCCでは、この運営
委員会を現在設置していないことを、2000年夏から 1

年間そのオフィスにいて知って驚いたが、これは、

DBTという機関と、そのCC運営が社会的に信頼され
るようになっていることの表れであろう。 
 市民パネルのすべての活動はファシリテーターが支

援する。ファシリテーターとは議論を容易にする人と

いう意味であるが、単に司会ではなく、市民パネルの

活動をすべてにわたって支援する役割をもっている。

この選任は重要な準備である。デンマークでは熟達の

教師やプロのファシリテーターがこれを務めてきたが、

スイスのこれまでの会議では、労働争議の調停をした

人物がこの役割を演じてきた（スイスの事例を挙げた

のは、この国のTA機関がCC手法を用いてきており、
その手法のレパートリーとしているからである）。CC
手法を用いるどの国においても、優れたファシリテー

ターの確保については悩んでおり、その養成は急務で

ある。確かに、他のワークショップ手法と同様、ファ

シリテーターの機能はCCにとっても重要である。し
かしながら、私のこれまでの知見、経験から言えば、

ファシリテーターの技能への過度の依存は、望ましい

ことではない。私は最近、参加型手法がCC以外にも
多様にあることや、こうした参加型手法は単に手法で

あって、それをどのような場（フォーラム）で用いる

かが重要であることを、スポーツにたとえて説明する

ことが多い。同様にすれば、あるスポーツのゲームの

形と内容をレフェリーの力量、技能が左右してはなら

ないのと同様、ファシリテーターの力量がCCなどの
イベントそのものを左右しては、あるいは変えてはな

らないのである。 
市民パネルには多様な属性（性別、年齢、住む地域、

職業など）をもった人々に参加してもらうようにする。

ふつう、この募集には新聞公告を用いる。デンマーク

やスイスでは数年前から、国民台帳から属性の配分を

考慮して抽出し、会議への招待状を送って参加意思を

聞く方法が取られている。また、イギリスで第 2回コ
ンセンサス会議を開催する際にもほぼこれと同じ方法

で募集した。いずれにせよ、参加意思をもったボラン

ティア募集であることに変わりない。市民パネルの構

成は運営委員会が決定する。 
この市民パネルの構成については、さまざまな議論

がある。これまでなされてきた議論の中心にはその代

表性、すなわち、市民パネルは国民の代表かという問

いがある（ちなみに、私の答はノーである）。これは、

しばしば手法についての議論の中で問われるが、CC
手法を用いたイベントを、誰が、どのような権限をも
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って、何を目的として行うかという議論の中で問われ

るべきものであろう。なお、ドイツで行われているプ

ランニング・セル（計画細胞）という手法では、その

募集の出発点に無作為抽出を用いる。これは、ある種、

市民参加者の代表性を求めるものである。 
準備会合準備会合準備会合準備会合    
標準方式では、本会議の数ヵ月前に、1 ヶ月程度の
間隔をあけて、2回の週末（土、日の 2日）を使って、
準備会合を行う。 
準備会合の目的は次の二つである。（１）市民パネル

が課題を考えるための情報・知識を受ける。本会議で

は課題を考えるために、専門家からの知識・見解提供

を受けるが、そのために（２）専門家への「鍵となる

質問」を市民パネルが作る。これは、市民パネルが課

題をどのような問題として捉えるかを示すものである。

なお、この会合で市民パネルにコンセンサス会議のプ

ロセスを知ってもらい、メンバー同士、話し合える状

況を作らなければならないのは勿論である。 
鍵となる質問ができると、運営委員会は専門家リス

トから回答者を決める。なお、この選択には、市民パ

ネルの意見が入るのがふつうである。 
本会議開催本会議開催本会議開催本会議開催    
標準方式では、本会議は 3日あるいは 4日連続で行
われる。最近のデンマーク、スイスの事例では、本会

議は金曜から月曜までの４日を使って開かれる。その

うち、市民パネルが討論し、コンセンサス文書を作る

会合を除いて、公開で行われる。なお、準備会合は公

開されないが、単純に市民パネルの活動を阻害しない

ためである。すべてを公開すべきであるという主張を

聞くことがあるが、ギャラリーが見ている中で、率直

な議論を求めるのは現実的ではない。さらに、個別の

発言が問題ではなく、市民パネルの熟慮の結果が求め

られているのである。 
本会議では、まず、鍵となる質問に専門家が回答し、

さらに市民パネルが質問する（4 日連続の例では、金
曜、土曜がこれにあてられる）。これをもとに市民パネ

ルは討論して、コンセンサス文書をまとめる（日曜）。

これには、かなりの時間がかかり、日曜の夜を越えて、

月曜の早朝に及ぶ場合が多い（2000年 11月にベルン
で開催されたスイスのCC（なおスイスでは、CCと言
わず、こうしたイベントをパブリック・フォーラムの

合成語を用いて、プブリフォールムと呼んでいる）で

は、特別に市民パネルの活動を観察する機会を与えら

れたが、朝方の 4時近くまでかかっていた）。そして、

月曜午前に発表する。この発表に、事実に関わる誤解

などがあれば専門家の指摘・訂正を受ける。その上で、

会場での討論が行われる。そして、この結果について

のマスメディア報道が期待される。なお、ここで紹介

したスイスのCCの成果発表には、国会の科学技術を
扱う委員会の委員長が参加し、委員会で参考意見とし

て発表することを求めると述べていた。 
    
３３３３．．．．日本日本日本日本でのでのでのでの試行試行試行試行・・・・手法手法手法手法のののの再設計再設計再設計再設計    
 97年から準備を始め、98年初めに試行したCC（コ
ンセンサス会議という名前は表には用いず、「市民の会

議」とした）では、上に述べた標準的手続きをかなり

変えた。CC のような、かなり大がかりなイベントを
行うには、多様な資源を動員しなければならないが、

新奇な手法の社会実験を研究者集団が初めて行う場合、

多くの制約の中でやることになるからである。これは、

下でも具体的に触れる。 
第 1回試行では、市民パネルに 4回の土曜（午前 10
時から午後 5時）を使って貰った。これは、一般市民
に、市民パネルへの参加を求める上で、これが限界だ

ろうと考えたことに加え、宿泊を伴うような会議設計

は、資金的に到底無理だったからである。なお、第 4
回会合は成果発表のための公開シンポジウムであり、

実質的な会議は土曜3回の設計とした。この設計では、
標準的手続きでいえば、第 2回の準備会合の課題であ
る「鍵となる質問」作りを、予め主催事務局がやって

おき、それを市民パネルに認めて貰うという簡略化を

行った。 
第 2回の試行では、この「鍵となる質問」作りをプ
ログラムの中に入れることとした。そして、実質的な

市民パネルの活動に 4回の土曜を用い、第 5回の土曜
を公開シンポジウムとして成果発表の場とした。なお、

STAFF 主催の「遺伝子組換え農作物を考えるコンセ
ンサス会議」においては、準備会合のうち、第 2回（第
2回会議（準備会合））、そして本会議の第 2回（第 4
回会議（本会合））では、それぞれ宿泊を伴った 2 日
続きの設計になっている。STAFF 主催の CC では、
潤沢であったかはともかく、研究者集団の社会実験よ

り多くの資金を使えたという背景がある。 
2回の試行においても、また、STAFF主催のCCに
おいても、標準的手続きとしなかったのは、資金的制

約は勿論であるが、参加者（市民パネルだけではない）

を集める上での配慮が中心にある。標準的手続きでは、

通常、2 回の宿泊を伴った週末の準備会合を行い、そ
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の後、本会議を 2泊 3日、あるいは 3泊 4日で行う。
これだけの時間を使える、あるいは使ってもよいと考

える一般市民を集めるのは、ほぼ無理という判断から、

こうしたのである。 
2000 年までの 2 回の試行、1 回の公的機関による

CC の経験を下に、「科学技術への市民参加を考える
会」は、日本において実施可能なコンセンサス会議を

想定し、『コンセンサス会議実践マニュアル』をまとめ、

2002 年 3 月に発行した（これは、同会から現在でも
購入可能である）。なお、この会は第 2 回の試行に関
わった市民パネル参加者、事務局を務めた人々などに

よって、1999 年 11 月に設立された NPO（法人には
なっていない）である（私が代表を務めている）。 
 私の知る限り、ヨーロッパ各国を始め、アメリカ、

カナダ、ニュージーランドなどで開催されたコンセン

サス会議は、ほぼデンマーク･スタイルの標準的手続き

で行われている。社会状況に合わせて手法の再設計を

行ったのは、多分、日本における私たちの試みだけだ

ろうと DBT 事務局長のクリューヴァー氏と話し合っ
たことがある。もちろん、これは、こうした参加型手

法を用いたイベントを行うために市民参加を求める際、

参加しにくい状況が日本にあるということを示してい

るのであって、喜ぶべきことではないだろう。しかし

ながら、敢えて言えば、手法を社会状況に合わせて調

節あるいは再設計するのは当然のことである。 
 手法の設計し直しという点では、会議スケジュール

を４あるいは5回の土曜に限定することに伴う会議の
進め方の組み直しや運営委員会の設置、専門家パネル

の依頼など、市民パネルの議論の帰趨に影響を及ぼす

条件の調節が他に必要となる。しかし、これまでの経

験から言って、日本における再設計は、CC の核心に
ある市民パネルの活動をほぼ支援していると私は考え

ている。 
    
４４４４．．．．日本日本日本日本でででで行行行行われたわれたわれたわれた「「「「コンセンサスコンセンサスコンセンサスコンセンサス会議会議会議会議」」」」    
 日本で行われた「コンセンサス会議」（カッコで括っ

たのは、コンセンサス会議を名乗ったイベントだけで

はないからである）の主要なものは、上でも触れた。

これ以外にも、コンセンサス会議を名乗ったり、ある

いは、コンセンサス会議をベースにしながらイベント

を開催したりした例がある。網羅的、包括的にはなら

ないが、これらを簡単に紹介しよう。なお、文献情報

を示せていないものもあるが、お許しいただきたい。 
 まず、私たちが試行した 2回の「コンセンサス会議」

がある。 
（１）第 1回試行：「遺伝子治療を考える市民の会議」
（コンセンサス会議の試験的実施）報告書[トヨタ財団
研究助成・日産科学振興財団ワークショップ助成によ

る成果]、1998年 8月 25日、「科学技術への市民参加」
研究会。 
 主催した研究会は、5人の研究者によって構成され、
私が代表を務めたものである。 
（２）第２回試行：「高度情報社会――とくにインター

ネットを考える市民の会議」（日本における第２回コン

センサス会議）報告書、2000年 3月 31日、「科学技
術への市民参加」研究会。 
主催者は私が代表を務め、第 1回試行と同じ名前を
名乗っているが、構成メンバーを変え、10名によって
構成された。この中には、研究者だけでなく、市民団

体からの参加者もいる。 
（３）STAFF主催のコンセンサス会議資料としては、
次の報告書がある。 
遺伝子組換え農作物を考えるコンセンサス会議報告書、

平成13年1月、農林水産先端技術産業振興センター。 
また、STAFF のホームページでもこの会議の情報を
見ることが出来る。 
http://web.staff.or.jp/ 
なお、STAFFは 2001年から 3年にわたって、コンセ
ンサス会議方式を少し変形した方法を用いて「遺伝子

組換え農作物を市民が考える会議」を開催した。 
（４）「ヒトゲノム研究を考えるコンセンサス会議」 
 これは三井情報開発総合研究所が科学技術庁（現文

部科学省）委託の科学技術振興調整費調査「生命倫理

問題に関する社会的合意形成の手法に関する調査」の

一環として行ったものである。これは 2001年 1月に
シンポジウムを開催してその成果を発表したが、その

際の配布資料に詳しい。 
（５）模擬コンセンサス会議 
 大学の中に、教育目的などから模擬コンセンサス会

議と名乗った実践がある。 
 一つは、法政大学人間環境学部小島聡ゼミナールが

川崎市水道局と協力して、「水づくり」をテーマに行っ

ている。この成果は、「“水づくり”をテーマにした市

民参加の社会実験報告会――新たな政策形成手法・コ

ンセンサス会議の可能性を探る」を 2004年 3月に開
いて報告された。これは大学外との連携をもった実践

であるが、今ひとつ、北海道大学の杉山滋郎らが教育

への応用を目的に、2003年度、2004年度と 2年にわ
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たって、授業の中で行う取り組みをしている。さらに、

高校の「理科総合A」の中で、内田隆が、埼玉県立大
宮工業高校で試みている。これは、彼が立教大学大学

院異文化コミュニケーション研究科で学んだ成果とし

て 2004年度修士論文にまとめている。 
（６）「コンセンサス会議」を名乗ったもう一つの試み 
 静岡県浜松土木事務所がNPO（浜松NPOネットワ
ークセンター）に委託して実施した「安間川河川整備

構想に関するコンセンサス会議」（2001年10月～2002
年 4月、12回開催）がある。これは、手法としては、
上に述べてきたCCとは異なるが、これを着想した土
木事務所の方とのインタビューによると、私たちが行

ったCCについて、カーラジオで聞き、その考え方を
使って編み出したということである。その内容などは、

次で知ることができる。 
http://doboku.pref.shizuoka.jp/desaki/hamamatu/ko
uji2/anma.htm 
    

５５５５．．．．終終終終わりにわりにわりにわりに    
 コンセンサス会議を紹介・論じた書籍は少なくない

が、与えられた紙数を既に超えてしまったので、1 点
のみに限定する。これは、私と共に 2回の試行に加わ
り、STAFF 主催の CC ではファシリテーターを務め
た小林氏がまとめたものである。 
 
小林傳司『誰が科学技術について考えるのか――コン

センサス会議という実験』、名古屋大学出版会、2004
年。 
 本号では、多様な参加型手法が紹介されることと思

う。これらが単に紹介されたり、論じたりされるだけ

でなく、実践されることを通じて経験が蓄積され、手

法の実践可能性が広く示されることを願うものである。 
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促進型調停促進型調停促進型調停促進型調停ののののトレーニングトレーニングトレーニングトレーニングのののの理論理論理論理論とととと    

実際実際実際実際    
 

（株）三菱総合研究所 情報環境研究本部 
研究員 入江 秀晃 

 
１１１１．．．．はじはじはじはじめにめにめにめに    
 促進型調停とは、当事者の自主的な交渉や対話を促

進することで、紛争を解決する技法である。 
 筆者は、これまで米国等における調停人養成講座の

現地取材調査を含む研究や（社）日本商事仲裁協会と

日本仲裁人協会による「平成１６年度 調停人養成教

材作成委員会」（座長は、元裁判官で調停トレーニング

経験の豊富な稲葉一人氏）の委員として教材作りの具

体的な検討を行ってきた。委員会として招聘した海外

のトレーニングプログラム以外にも、九州大学のレビ

ン小林久子助教授のコースや NPOが実施するコース
にも参加している。 
 このように、米国を中心として多くのプログラム教

材を入手し検討しているが、ここでは些細な教材ごと

の違いに注目するのではなく、どの教材にも含まれて

いる促進型調停についての基本的な考え方に関して、

経済学的視点、手続的視点の 2つの視点から紹介した
い。もうひとつ重要な視点として心理学的視点がある

が、ページ数の観点から今回は割愛するが、単なる細

切れのノウハウの伝達ではなく、促進型調停を成り立

たせる「体系への理解」が促進型調停トレーニングの

基本にある点を本稿でお伝えしたい。 
 
２２２２．．．．経済学的視点経済学的視点経済学的視点経済学的視点（（（（利害利害利害利害とととと満足度満足度満足度満足度にににに基基基基づくづくづくづく合意合意合意合意をををを目指目指目指目指

すすすす視視視視点点点点））））からみたからみたからみたからみた促進型調停促進型調停促進型調停促進型調停    
基本書として位置づけられるハーバード流交渉術 
 米国で最も主流をなしている促進型調停は、双方の

当事者の満足度を最大化させるため、自主交渉を支援

する方法であると見ることができる。『ハーバード流交

渉術』で提出された原則立脚型交渉の考え方は、利害

に基づく交渉（インタレストベースド・ネゴシエーシ

ョン）とも呼ばれる。紛争解決には妥協が必然である

という既存の常識に対し、『ハーバード流交渉術』の登

場以降、妥協でない解決が原理的にありうることが明

らかになった。 
理論の中心は、課題と主張と利害の分離 
 促進型調停では、課題（イシュー）、主張（ポジショ

ン）、利害（インタレスト）を分離して扱うところに特

徴がある。主張の正当性を過去にさかのぼって明らか

にするという方法ではなく、本当に利害（インタレス

ト）を満足させるためには何を話し合うべきかという

課題（イシュー）の特定に大きなエネルギーが注がれ

る。主張（ポジション）の正当性を法的に分析する方

法が評価型調停や仲裁や裁判で取られている手法であ

り、何が正しいかに基づく（right-based）考え方は、
利害に基づく交渉と対照をなしているとして扱われて

いる。 
 主張と利害の区別のためには、オレンジをめぐる姉

妹の例がわかりやすい。１個しかないオレンジを欲し

いという姉と妹のそれぞれの本音（利害）は、妹は実

を食べたいが、姉はケーキを作るために皮が欲しかっ

ただけだと分かれば、それぞれ１個のオレンジが欲し

いという両立不可能な主張そのものが「皮が欲しい」、

「実が欲しい」という両立可能な主張に変化しうると

説明される。両方が勝ち（Win-Win）の交渉を目指す
のが『ハーバード流交渉術』の考え方であるとされる。 
根底にある経済学的な見方 
 促進型調停すなわち満足度指向の紛争解決は、紛争

解決を商取引に類似した取引行為として合意を成立さ

せるべきであるという経済学的な見方が根底にあると

言える。代替案の開発を含めた未来志向のコミュニケ

ーションによってゼロサムからプラスサムの交渉を行

い、双方の満足度をできるだけ大きなものにしようと

いう考え方である。 
利害に基づく交渉の調停教育 
 課題（イシュー）、主張（ポジション）、利害（イン

タレスト）の分離は、調停トレーニングのクライマッ

クスであり、以下に述べる手続的視点や今回触れられ

なかった心理学的手法の教育はここに至るための道具

立てといってもよい。 
 実際のトレーニングでは、ハーバード流交渉術の考

え方や用語についての説明があるほか、ロールプレイ

の事例でも主張の影に隠された利害が秘密事項として

設定されているのが一般的である。調停ロールプレイ

のほか、交渉ロールプレイがカリキュラムに組み込ま

れているケースもある。 
 
 

入江 秀晃  
（株） 三菱総合研究所 情報環境研究本部 
100-8141 東京都千代田区大手町 2-3-6 
irie@mri.co.jp 



 29 

PI-Forum  1 (2) 2005 Summer. 

３３３３．．．．手続的視点手続的視点手続的視点手続的視点からみたからみたからみたからみた促進型調停促進型調停促進型調停促進型調停    
プロセス管理者としての調停人（メディエーター） 
 当事者の間に立って最終的に裁定的な評価を下す評

価型調停人とは異なり、促進型調停人は話し合われる

内容（コンテント）ではなく話し合われるプロセス管

理に対して専門性を発揮する。したがって、話し合い

の進め方のトレーニングは極めて重要な位置を占める。 
ハーバード流交渉術における手続き的な視点 
 ハーバード流交渉術では、以下の 4つの原則を挙げ
ているが、これらは、調停の流れに対応している。 
 (1) 人と問題を分離する 
 (2) 立場（主張）でなく利害に焦点を当てる 
 (3) 選択肢を開発する 
 (4)客観的基準を強調する 
 まず、調停の導入時には「個人攻撃をしない」とい

うルールの確認をする。これが、人と問題の分離を意

味する。導入の後、両方の当事者は立場に基づく主張

を始めるがこの内容を法的に吟味することでなく、そ

の背後にある利害を探るためのコミュニケーションを

始める。双方の利害を満たすために、課題（イシュー）

を設定し、次の選択肢の開発に入る。課題設定に時間

をかけるのが促進型調停の特徴である。その後、もし

合意できなかったらどうするか（BATNA）を含めて、
具体的に取りうる選択肢を検討する。最後の合意フェ

ーズでは、客観的基準を強調し、どちらかが勝った、

負けたという結論でなく、もともと存在した客観的基

準を参考に、双方が納得できる線で折り合うという流

れになる。 
 このような話し合いのプロセスを管理する能力が調

停人に求められる。 

重要な話し合いを広げる技術 
 調停人の話し合いのプロセス管理を最も簡単に言う

と、まず十分に広げ、後に収束させるという２段階か

ら成り立っている。特に、話し合いを十分に広げるた

めのテクニックとして、傾聴等の技法が活用される。

促進型の調停人養成では、話し合いを広げる段階のス

キルが重視され、収束させるための技法については時

間的にもテキストの分量的にもやや扱いが少なくなっ

ている。シャンシャン会議という言葉に代表されるよ

うに、話し合いを広げることなく、一応話し合ったこ

とにされている場合は少なくない。本当の意味での話

し合いを広げるためのスキルが必要と考えられる。 
 
４４４４．．．．おわりにおわりにおわりにおわりに    
 双方の当事者の納得と満足を追求するために、国家

等の権力に直接頼ることなく、それぞれの当事者の自

己解決とコミュニケーションによる解決能力を信じる

促進型調停は、平和で助け合いのある社会を目指す倫

理的運動の側面もあるが、これまで紹介したように合

理的なひとつの「体系」だとみなすことができ、それ

ゆえ、次世代の社会の様々な局面で促進的調停のシス

テムが組み込まれていくような形で広がるのではない

かと考えられる。下請けその他の力の格差を含む商取

引、近隣、労働、家族、消費者と企業、行政と市民な

ど何らかの関係あるところに必ず紛争があり、当事者

同士の直接交渉の次にまずこのような促進型調停が用

いられるようになるだろう。こうした方向での調停シ

ステムの導入・実践と、それに平行した調停人養成の

活動を進め、広げていくニーズが高まっているように

思われる。 
 
 最後に、貴重な研究の機会を頂くと共に、論文投稿

を了解いただいた（社）日本商事仲裁協会をはじめ、

関係者の皆様に感謝を申し上げたい。 
 なお、（社）日本商事仲裁協会と日本仲裁人協会によ

る「平成１６年度 調停人養成教材・基礎編」すべて

が、http://www.jcaa.or.jp/training2004/より無償ダウ
ンロード可能である。興味のある方はぜひ参照いただ

きたい。 
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ロジャー･フィッシャー／ウィリアム･ユーリー／ブルース・パ
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Transportation Policy Directions for 

PI in Korea 
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Abstract 
   Recently, Korea experience several conflicts of highway 
construction project by the objection of environmental 
concerns.  Of that conflict was occurred during the 
construction of Outer Ring Freeway by the conflict between 
the environmentalists and Government during 2001-2003.  
There were several trials to resolve the conflict but failed. 
There are trials by deliberative poll for the decision of 
re-construction in 2003. Because of these conflicts the 
government is being on the process of "Establishment of 
Conflict Management System".  It includes establishment 
of Presidential Commission of Sustainable Development 
including "Section on Conflict Management" in 2001 as the 
direct advice role for the President.  A new law named 
"Basic Law on Conflict Management" is under way in 

Korea. The new law includes "The Responsibility of Central 
and Local Government on Conflict Management", "Impact 
Analysis on Conflict Management", "Committee on the 
Management of Conflict", "Center of Conflict 
Management", and "Social Committee on the Conflict 
Settlement". 
 
1. Introduction 
PI (Public Involvement) is a strategic planning process that 
enhances public participation from the beginning of public 
transportation project since early 1990s in U.S and Europe, 
which prevents and resolves conflict in society. Public 
Involvement was introduced in Japan in late 1990s and is 
being settle down now. It tends to spread to the major road 
construction throughout whole country supported by 
enacted law by Japan Department of Transportation lately.  
   In Korea recently, there is growing social conflicts on 
highway construction projects. Such conflicts include:  

 
- Democratization: strong voices of various 

stakeholders and/or citizens interests; and 
- Information Revolution: easier accessibility to the 

highway construction information. 
 

In addition we are also experiencing lack of resolution 
system to the conflicts such as lack of spirit of obeying law 
and lack of flexibility of administrative process.  
   At the “National Affair Conference” in February 2004, 
there was a “President’s Order”. The order includes:  

 
- Retrieve confidence with conversation and 

compromise trying to reach a collective agreement in 
the society;  

- Enact a “Conflict Management Law” to build 
Conflict Response System; and 

- Mitigate government power and control over citizens. 
 

   After the President Order, the Minister of Construction 
and Transportation has issued a Mandate that include:  

 
- Establish an efficient management plan for public’s 

objection to the highway construction projects; and 
- Develop a plan to prevent conflicts in the earlier stage 

of the highway construction. 
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2. Recent Conflict of Highway Construction 
Projects in Korea 
   Recently we have experienced several social conflicts 
on major highway construction project in Korea. Followings 
cases are the example of such social conflicts.  
Section Mt. Sapae on the Seoul Outer-Ring 
Expressway Project 
   The public objection has occurred in the Mt. Sapae 
Section on the Seoul Outer-Ring Expressway Construction 
Project in 2001. The construction has stopped caused by 
objections of Buddhist and environment protection 
organization during November 2001 and December 2003. 
The costs due to the construction delay is estimated about 5 
hundred billion Korean Won. 

 
Seoul Kangnam Circular Highway Project 
   This project is 35Km long Highway construction plan 
linking southern part of Seongsan Bridge to Kangnam 
Suseo Interchange. The construction has stopped caused by 
objection of Environmental groups and Korean Federation 
of Environmental Movement. Their objection was very 
strong and organized – they has argued the project by 
opening an official Project Objection Home Page. 

 
The second Jayu-Ro Highway project 
   This project is a Highway project liking Un-Jeong 
district in Paju city and Seoul. The construction was delayed 
due to claim to change the alignment of the designed 
highway. 

 
Bundang – Jukjeon Highway Project 
   This project is a Highway project linking Bundang in 
Seongnam city to Jukjeon district in Yongin city. The 
construction has delayed due to the objections of residents 
worrying about their residential environment distortions. 
 
3. Causes of Conflict of Highway Construction 
Projects in Korea 
   There may be several major causes of conflict of the 
highway construction projects in Korea: (1) Highway 
Construction Process in Korea; (2) Negative Impact of the 
Projects; (3) Process of the Projects; (4) NIMBY Claims; 
and (5) Lack of Regulations and Budgets. 
Highway Construction Process in Korea 
   The figure 1 depicts the administrative process of 
highway construction process in Korea. As shown in the 

figure, the public (citizen) is allowed to involve the project 
at the literally final stage of the project, not in the earlier 
stage of the project. 

 

 
Figure 1: Highway Construction Process in Korea 

 
Negative Impact of the Projects 
   There are also strong tendencies that public is worried 
about some negative impact of the project. Such concern 
include:  

 
- Objections because of potentially making worse 

environment; and  
- Disagreements about the effects of improving traffic 

condition. 
 

Process of the Projects 
   The conflicts have also occurred due to exclusion of 
residents participation in the process of project development 
and decisions. In addition the one-way announcement 
without asking residents’ opinion in the earlier stage before 
making a final decision on the project is another cause of the 
conflict of highway construction project in Korea. 
   In addition, the recent growing claims of NIMBY (Not 
In My Back Yard) also causes the conflict of highway 
construction project. Finally, lack of a regulation for 
residents’ participation at the beginning of the project and 
lack of budget/funds to facilitate public involvement in the 
project are the sources of the conflict of highway 
construction project in Korea.  
 
4. PI Initiative for Highway Constructions in Korea 
In order to introduce PI process effectively and successfully, 
we propose a PI Initiative for Highway Constructions in 
Korea. 
Goals of PI in Korea 
   We propose the goals of Public Involvement in Korea as 
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below: 
- Accepting public opinion at the earlier stage of the 

project; 
- Residents and stakeholders should be main group to 

promote highway construction project; and  
- Administration department should work closely with 

residents and stakeholders. 
 

Strategies of PI in Korea 
The strategies for a successful and seamless introduction of 
Public Involvement process in Korea can be summarized as 
followings: 

 
- Promote residents and stakeholders’ interest about the 

project; 
- WIN-WIN strategy through effective conversation 

and compromise;  
- Save time and cost to avoid potential conflict in 

advance. 
- Introduction of “Conflict Management Law”  
-  Enforce evaluation of conflict influence 
- Organize “Committee of Conflict Management” 
- Organize “ National Conflict Management Center” 

and “ Local Conflict Management Center”  
- Provide an Enforcement Ordinance of Administrative 

Procedure Act for PI 
- Positive acceptance citizens’ opinion 
- Develop effective PI techniques through collaborative 

efforts, professional conference, and sharing results of 
research on the subject. 

- Provision of Project Information through Mail list, 
News letter, Homepage, Hot Line, Kiosk, Briefings, 
Simulation, Information center, Project-Brochure  

- Exchange of public opinion through Public hearing, 
Presentation, Open House, Workshop, Small group 
meeting, Survey, Citizens Advice Bureau, Key 
figures, Group Interview and etc.  

- Promotion of Public Participation through the event 
holding such as Game, Contest, Exhibition, 
Project-Fair, Symposium, Field Trip, Task Force etc. 

 
5. Conclusions 
   In this paper, we have observed the growing social 
conflicts on the highway construction             
projects in Korea. We have also investigated the causes of 
those conflicts through the actual conflict cases we have 
experienced. In addition, we have studies public 
involvement (PI) process and experience in foreign 
countries. In order to introduce public involvement process 
effectively and successfully, we propose a PI Initiative for 
Highway Constructions in Korea. In summary, we 
recommend (1) Establishment of preventing system of 
conflicts to keep transparency and objectivity of project, 
progressive expansion of Public Involvement, and develop 

an education and training program for PI professional, (2) 
Establishment of post managing system of conflicts to 
develop a method to adjust rationally between interest 
groups, (3) Development a “Korean PI Manual/Procedural 
Guide”, (4) Selection of Pilot PI Project that could adapt PI 
to adjusting conflict which could happen, (5) 
Establishment of a Long Term PI Improvement Plan by 
learning the lessons from peer countries and peer projects 
and studying the best PI practices.  
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リスクコミュニケーションリスクコミュニケーションリスクコミュニケーションリスクコミュニケーションのののの事例研究事例研究事例研究事例研究

手法手法手法手法にににに関関関関するするするする一考察一考察一考察一考察    
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修士課程 廣瀬幸裕、助教授 片谷教孝 
１１１１．．．．はじめにはじめにはじめにはじめに    

近年、環境問題に対する関心の高まりに対応するた

めに、リスクコミュニケーションの必要性の認識が高

まってきている。効果的なリスクコミュニケーション

を実施する事は、リスクマネジメントを円滑に進める

ためにも必要不可欠である。リスクコミュニケーショ

ンは、日本においても「有害化学物質管理」「迷惑施設

建設等における合意形成場面」「食品安全」といった

様々な場面で実施されている。しかし、未だに絶対的

なリスクコミュニケーション手法の確立には至ってお

らず、更なるリスクコミュニケーション手法に関する

研究の進展の必要性が高まっている。そこで、本研究

の最終目的を「事例研究を通して、事例を評価し、『リ

スクコミュニケーションのあるべき姿』に関し、提言

をまとめる」と設定した。 
最終的な目的を達成するため、本研究ではまず、事

例研究手法から検討を開始した。今回の報告では、事

例研究のためのツールとして作成した「評価チェック

廣瀬幸裕、片谷教孝 
山梨大学大学院医学工学総合教育部持続社会形成専攻 
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シート」を中心に、事例研究手法についての一考察結

果を述べる 
 
２２２２．．．．研究方法研究方法研究方法研究方法    
最初に、事例を収集し、その整理・分析を行った。

同時に「評価チェックシート」の作成を行った。続い

て、2つの事例に関し詳細な調査を行った。ここでは、
各事例の当事者に「評価チェックシート」を用い評価

して頂いた。最後に、「評価チェックシート」の妥当性

について考察した。 
 
３３３３．．．．評価評価評価評価チェックシートチェックシートチェックシートチェックシート    
 「評価チェックシート」はリスクコミュニケーショ

ンの一連を評価する事をコンセプトとし、引用文献 1
－8 に示した、各種機関から発行されているガイドラ
イン、文献等から重要事項を抽出し作成した。「評価チ

ェックシート」の構成は、リスクコミュニケーション

をPDCAサイクルと捉え、全 15の評価項目と、それ
に付随した評価点を設定した。各事例を 4 段階尺度
(1：全くしていない、2：ややしていた、3：大体して
いた 4：良くしていた)で評価してもらう方法を採用し
た。また、調査はインタビュー方式を採用し、評価基

準の一貫性が保持されるよう努めた。なお、評価対象

主体は、「実施主体(国・自治体・企業)」「生活者」「各
種メディア」「NGO・NPO」「専門家」とした。以下
に評価項目を載せる。評価点に関しては、紙面の関係

上、省略する。 
 
□実施主体 

1. 実施主体の体制の整備は十分だったか (P) 
2. 方針・目標の設定は適切だったか (P) 
3. リスクに関する継続的な情報収集は十分に行われ
ていたか (P) 

4. リスクコミュニケーションの相手の特定は適切だ
ったか (P) 

5. リスクに関する情報の準備は十分だったか (P) 
6. コミュニケーション手法の選択・戦略は適切だっ
たか (P) 

7. 効果的なリスクコミュニケーション・リスクメッ
セージの作成が行われたか (D) 

8. 環境 NGO・NPO、各種メディアとの連携は取れ
ていたか (D) 

9. リスクコミュニケーションの評価を適切に行った
か (C) 

10. フィードバックを行ったか (A) 
□生活者 

11. 積極的だったか (PDCA) 
12. 自己啓発に取り組んだか (PDCA) 
□各種メディア 

13. 情報は正確であったか (PDCA) 
□NGO・NPO 

14. 第 3 機関としてリスク情報の送信者と受信者の架
け橋として機能したか (PDCA) 

□専門家 
15. 専門知識を実施主体・利害関係者に提供したか 

(PDCA) 
    
４４４４．．．．事例事例事例事例へのへのへのへの適用例適用例適用例適用例 
 「評価チェックシート」の有効性や問題点を確認す

るために、「狛江市ビン・缶リサイクルセンター建設問

題」「東京都のリスクコミュニケーション活動」の 2
事例に適用した。以下、結果の一部を紹介する。 
 「狛江市ビン・缶リサイクルセンター建設問題」は、

1991年に行政がリサイクルセンターの建設を計画し、
建設用地を選定した。しかし、建設用地が保育園に隣

接しており、市民の反対に合い紛争となった。行政は

計画を白紙撤回し、市民参加の下で再検討を行い、最

終的に施設建設に至ったと言う事例である。本研究で

は、コンサルタントのA氏、市民委員のB氏、行政の
担当者のC氏に評価して頂いた。 
表１に関して、C氏は「目標がころころ変わってし
まった」と述べており、その点を踏まえて低い評価と

なった。それを加味しても、本事例はリスクコミュニ

ケーションの初期段階で、行政と市民との間に、「狛江

のゴミは狛江で処理する」と言う、共通の『エンドポ

イント』が持たれていた事例だと言える。そして、そ

れを避けるために「ゴミ基本計画」「施設建設」と合意

が形成されていった。共通の『エンドポイント』が持

たれた大きな要因として、利害関係者を目標・方針決

定に参画させた点が挙げられる。 
次に、東京都では「PRTR 法」「環境確保条例」の
制定をきっかけに、2002年からリスクコミュニケーシ
ョン・パイロット事業が実施されている。ここでは、

方針は明確だったか ○ ○ ○

明確で実行可能な目標の設定が行われたか ○ ○ ○

利害関係者を目標・方針決定に参画させたか ○ ○ ○

1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4

A氏 B氏 C氏

 
表１ 「方針・目標の設定は適切だったか」の 

評価結果 

○

○

○

○

○

1 2 3 4

D社

　会合の日程は戦略的(全ての利害関係者が出席できるよう配慮し
たか等)であったか

　適切なコミュニケーション手法を選択したか

　各手法のメリットとデメリットを理解していたか

　会合の人数は適切だったか（テーマや状況に応じた適切な人数と
したか。かつ、相互に良好なコミュニケーションが保てる人数だった
か）

　会場の設定は適切だったか（形式（円卓、シンポジウムなど）

表２「コミュニケーション手法の選択・戦略は 
適切だったか」の評価結果 



34 

 

2002年当初から参加している、E社のリスクコミュニ
ケーション担当者のF氏に評価をして頂いた。 

F氏は、「化学物質を扱った事例で利害関係者にリス
ク情報が上手く伝わったケースは無く、『適切なコミュ

ニケーション手法』は確立されていない」「様々な手法

の提案は成されているが本当に、効果的なのかは明ら

かとなっていない」と述べていた。表 3の結果は『現
状のコミュニケーション手法の限界』を示していると

考察できる。 
    

５５５５．．．．評価評価評価評価チェックシートチェックシートチェックシートチェックシートにににに関関関関するするするする考察考察考察考察    
今回紹介した事例への適用結果から、「評価チェッ

クシート」をツールとした事例研究は、「一般論」と

「現実」との比較、及び課題の抽出に有効であると言

える。しかし、課題としては、「評価チェックシート」

の妥当性の向上が挙げられる。そのためは、まず適用

事例の蓄積が必要である。事例が蓄積されれば、定量

的分析の基礎データとしての用途も考えられる。 
もう 1 つの課題として、「評価チェックシート」の
再検討が挙げられる。今回、評価対象を 4つの主体と
したが、事例への適用を通じて、「評価チェックシー

ト」は、上記の理由から「実施主体」「専門家」の評

価に適していると言えるが、「生活者」「各種メディア」

「環境NGO・NPO」の評価には適さない面があると
考えられる。理由は下記の通りである。(1)「生活者」
の母数が大きいため、母数の意思を反映する事が可能

な評価方法の検討が必要である。(2)「各種メディア」
がリスクコミュニケーションに与える影響として、

「風評被害」などが考えられるが、そうした事例は複

雑、かつ特殊であるため、現在の「評価チェックシー

ト」では評価しきれない。それらを別個の要因として

扱う事が可能な評価方法の検討が必要である。(3)「環
境NGO・NPO」は「実施主体」として参加する場合
と、「生活者」の一部として参加する場合が考えられ

るため、事例の性質に応じて変化させる必要がある。

つまり、今回作成した「評価チェックシート」は、リ

スクコミュニケーションに積極的に参加していた、

「顔の見える主体＝キーパーソン」を評価する場合は、

有効なツールだと言える。それゆえ、各事例の特性に

よって「評価チェックシート」の構成を変える必要が

ある可能性も考えられる。 
 
 
 

６６６６．．．．おわりにおわりにおわりにおわりに    
 本研究では、リスクコミュニケーションの事例研究

のツールとして用いる「評価チェックシート」を作成

した。作成した「評価チェックシート」を実際の事例

に適用した結果から、ある程度の有効性は確認できた

が、いくつかの課題も明らかとなった。今後は、それ

らの課題を解消するために、改良を加える必要がある。 
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3) 社団法人日本電気工業会、化学物質リスクコミュニケーシ
ョンマニュアル(電気業界編) 

4) 環境省、リスクコミュニケーション事例等調査、2001 
5) 環境省、自治体のための化学物質に関するリスクコミュニ
ケーションマニュアル、2002 

6) 関沢純編、リスクコミュニケーションの最新動向を探る、
化学工業日報社、2003 

7) 米国有害物質・疫病登録所(ATSDR)(関沢純訳)、健康リス
クコミュニケーションの原則と実際の手引き、リスクコミ
ュニケーションの最新動向を探るpp273－pp316 

8) 吉川肇子、リスク・コミュニケーション、福村書店、1999 
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PIPIPIPI----ForumForumForumForum誌編集委員から 

 若松論文で指摘されているように、海外で開発さ
れた手法を日本で試みる場合に、手法の眼目を生か
しつつ日本の制度に適合的な『日本型』手法を生み
出すこと、それが手法の定着の秘訣なのかもしれま
せん。（久保） 
 個人的な話ですが、今年４月からこれまでいた大
学から離れ、現場に近い所（いやほぼ現場）でまち
づくりのお手伝いをしています。現場でのまちづく
りの関わりは、協働・参加を質的に向上させるため
の理念や技術の開発・普及・実践を妨げている様々
な社会的な阻害要因と対峙することになるのかなと
思っています。これらをクリアしていくことが今の
日本における市民参加・合意形成のステップアップ
につながっていくと思っており、はりきっておりま
す。いずれは PI-Forumに報告できればと思ってい
ます。（杉崎） 
 今回は、「アダプト・プログラム」についてご寄稿
頂いた谷津様に、直接お話しをうかがうことができ
ました。私自身にとっても大変貴重な経験でしたが、
紙幅の関係で、谷津様にはエッセンスのみをまとめ
て頂くこととなりました。「きれいなところにごみは
捨てられない」、「既にごみがあるところにごみは集
まる」とは、経験的知識としてよく言われることで
すが、では、その大元となる「きれいなところ」は
どうやって維持すればよいのか。アダプト・プログ
ラムは、その有効な手法だと思います。 
また、適用範囲は散乱ごみ防止だけに留まらないの
ではないでしょうか。（西原） 
中部地域を中心に、産官学民協働の起業家育成、市
民の目線と言葉で伝える名古屋市の 3R、社会基盤
整備各種、脳死・臓器移植など、多様な分野でファ
シリテーターを務める機会を頂いています。いずれ
も試行錯誤ですが、とくに事務局内部の情報共有と
合意形成、魅力的な目標設定、目標達成に向けた

プロセス設計とその視覚化は、共通する課題である
と感じています。中部地域の皆さん、３つの PI に
ついて、一緒に勉強しませんか？（水谷） 
 第２号では「手法・技術」をテーマとした論文を
主に収録しました。横並びで比較してみると、PI
の技術として考えられている言説は主に「検討プロ
セス（石川、サスカインド、竹迫、若松、Kwonら）」、
「支援技術（竹迫、真鍋、入江）」、「市民社会による
公的サービス提供の仕組み（谷津）」、「評価（廣瀬ら）」
の４種類に整理できるのではないでしょうか。ここ
数年、合意形成を目的としたさまざまな「技」の紹
介が加速しているような気がしますが、そろそろ再
整理の時期が迫っているのではないかと思います。
PI-Forum ではこれらの手法について共通点を見
出すワークショップを近々開催する予定です。ご興
味のある方は是非ご参加ください。開催案内は
PI-Forum メールマガジンで行いますので未登録
の方は是非ウェブサイトにてご登録を！（松浦） 

 
PIPIPIPI----ForumForumForumForum誌編集委員誌編集委員誌編集委員誌編集委員 
松浦松浦松浦松浦    正浩正浩正浩正浩（（（（編集総括編集総括編集総括編集総括）［）［）［）［PIPIPIPI----ForumForumForumForum理事理事理事理事］］］］ 

マサチューセッツ工科大学都市計画学科
久保久保久保久保    はるかはるかはるかはるか 

神戸大学大学院法学研究科
杉崎杉崎杉崎杉崎    和久和久和久和久 

(財)練馬区都市整備公社まちづくりセンター準備室
西原西原西原西原    弘弘弘弘 

有限会社サステイナブル・デザイン研究所
水谷水谷水谷水谷    香織香織香織香織［［［［PIPIPIPI----ForumForumForumForum理事理事理事理事］］］］ 

岐阜大学工学部

PIPIPIPI----ForumForumForumForum誌誌誌誌 公募原稿募集
    
PIPIPIPI----ForumForumForumForum 誌は、公共政策、公共事業、まちづくりなどの分野における社会的合意形成に関する研究や事
例を、実務家と研究者が幅広く情報共有することを目的に、年２回発行されます。PIPIPIPI----ForumForumForumForum 誌はインタ
ーネット（ウェブサイトからのダウンロード）と郵送で配布されます。社会的合意形成の諸課題に関心のあ
る行政職員、大学研究者、コンサルタントの目に留まることが期待され、みなさまの研究と実践の成果発表、
広報の場として、大きな効果が期待されます。 
第３号についても、事例研究から文献レビューまで、原稿を幅広く公募する予定です。なお、原稿はＡ４判
２段組２～４ページ（写真図表等込）で、投稿料は無料です。採用された原稿の版権は NPO法人ピーアイ
フォーラムに帰属します。 
詳細が決まり次第、PIPIPIPI----ForumForumForumForumのウェブサイト http://www.pi-forum.org/ にて公募要領を発表いたします。

PIPIPIPI----ForumForumForumForum誌誌誌誌 広告出稿募集
PIPIPIPI----ForumForumForumForum 誌は幅広い情報の共有と伝播を目的に、インターネット上で無料配布しておりますが、インタ
ーネットの維持管理費用、各種研究機関への冊子版無償配布費用、その他郵送費、通信費等などを広告収入
により捻出しております。PIPIPIPI----ForumForumForumForum 誌（冊子版）は、行政機関や各種研究機関の公共政策、合意形成、
社会資本整備に特に関心の高い方々を対象に無償配布しており、当該分野に関連する広告効果はきわめて高
いと自負しております。公共政策分野のお仕事をなさっているみなさま、ぜひ広告出稿をご検討ください。
広告出稿に関するお問い合わせは info@pi-forum.org（担当：松浦）までお願いします。 
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NPONPONPONPO法人法人法人法人    PIPIPIPI----Forum Forum Forum Forum のごのごのごのご案内案内案内案内 
いま、何が問題か？ 
 近年、環境問題、まちづくり、社会資本整備、ゴミ処理施設立地等様々な分野で、行政対市民、地域対地域など関係者間の
利害対立、信頼感の欠如といった問題となっています。その結果、社会として解決すべき問題が放置され、誰もが納得できる
プロセス、解が存在しないことによる社会的損失が発生している事例が多く見られると考えられます。また、生命工学等の新
たな科学技術の導入に関しても、多様な価値観を持つ国民間のコンセンサス形成も課題となっています。そこでは、あるべき
政策を立案・選択していく上で、合意形成の仕組み・技術・知恵を社会全体の財産とすることが課題解決の大きな鍵となって
いると考えられます。 
    
PIPIPIPI----ForumForumForumForumの役割        
我々は、合意形成の重要性に対する社会的な認識を高め、中立的立場から合意形成の仕組み・技術・知恵を社会に提供します。 
    
PIPIPIPI----ForumForumForumForumの目指すもの        
 我々は、行政が政策決定過程に市民の参加を促すとともに市民一人一人が積極的に発議するための新しい合意形成の仕組み
を提案し、提供することにより、市民が主体的に合意形成の取り組みに参画する社会を実現するとともに公共サービスの満足
度を高めることを目指しています。  
    
PIPIPIPI ３つの定義     

Public InvolvementPublic InvolvementPublic InvolvementPublic Involvement    行政が政策決定過程に市民の参画を進めること    
Partnership IncubationPartnership IncubationPartnership IncubationPartnership Incubation    パートナーシップを育む環境をつくること    
Public InitiativePublic InitiativePublic InitiativePublic Initiative    市民一人一人が積極的に発議・提案していくこと 

    
役員（2005年 7月現在） 
理事長 城山英明（東京大学 法学部 助教授） 
副理事長 水谷香織（岐阜大学 産官学融合センター 日本学術振興会特別研究員） 
理事 石川雄章（国土交通省）、梅本嗣（（株）博報堂）、菊池豊（高知工科大学 総合研究所 助教授）、田熊伸好（スピ

リット 代表）、田中秀明（財務省 財務総合政策研究所 客員研究員）、松浦正浩（マサチューセッツ工科大学都
市計画学科）、矢嶋宏光（（財）計量計画研究所 都市政策研究室 室長） 

監事 鈴木達治郎（（財）電力中央研究所 上席研究員）    
    
PIPIPIPI----ForumForumForumForum 最近の活動報告 
メールマガジン・ウェブサイトによる情報提供 
 実務家へのインタビュー、イベント報告、書評など最新情報満載のメールマガジン（購読無料・毎月発行）、ワークショ
ップ等イベントの記録、映像情報など満載のウェブサイトなどを通じ、３つの PIに関連する情報を幅広く提供しています。
詳しくは http://www.pi-forum.org/をご覧ください。 

市民参加のガイドラインを考えるシンポジウムと合意形成トレーニング体験コース見本市（2004年 11月 29,30日開催） 
 合意形成に関する有識者や全国の実務者とのネットワークを通じ、市民参加がどうあるべきか、どう方針づけられればい
いかを様々な角度から検証し、『市民参加のガイドライン』としてとりまとめるプロジェクトをスタートしました。その中
間とりまとめに向け、考え方や全国各地での実体験を広く共有する機会とするため、『市民参加のガイドラインを考えるシ
ンポジウム』を開催しました。また、対話の仕方、会議の運営、プロセスの組み方などに関する各種のスキルに触れ、一度
にいくつものコースを体験受講できる機会として、『合意形成トレーニングコース見本市！』を開催しました。 

コンセンサス・ビルディング手法研修会（2004年 8月 26～28日開催） 
 土木学会四国支部との共催で、近年米国において幅広く活用されつつある合意形成手法、コンセンサス・ビルディングに
関する３日間の集中セミナーを、米国から講師を招き高松市にて実施しました。約２０名の若手実務家、研究者らが、交渉
学の理論的基礎から具体的な合意形成プロセスの設計演習まで、現場を意識した密度の濃い研修を体験しました。 

PIPIPIPI----ForumForumForumForumご参加のおさそい 
PIPIPIPI----ForumForumForumForumでは、市民団体、大学、行政、民間等の幅広い分野・立場の方々のプラットフォームを形成する
ため、幅広く会員を募集しております。PIPIPIPI----ForumForumForumForumの自主的・独立的な活動は、会員、協力者に方々によっ
て支えられています。ぜひ、ご入会を検討下さい。 
会員特典 (1) PPPPIIII----ForumForumForumForum主催の各種イベントに優先参加受付、参加費割引 

(2) 会員メーリングリストや会員フォーラムをはじめとする議論・親交の場への参加 
(3) 会員提案型事業への参加・支援 
(4) PPPPIIII----ForumForumForumForum主催の各種プロジェクトに主体的に参加 

会費 正会員：入会金 3,000円 年会費 6,000円  
学生会員：入会金 3,000円 年会費 2,000円  

会員期間 年度会員制度（5月 1日～4月 30日）で、申込みは四半期ごとの受付となります。 
会員お申込は PIPIPIPI----ForumForumForumForumのホームページ http://www.pi-forum.org/ から申込書をダウンロードいただくか、

PIPIPIPI----ForumForumForumForum事務局まで申込書をご請求ください。 
 
賛助会員制度もご用意いたしております。詳しくは info@pi-forum.orgまでお問い合わせください。 
 
  特定非営利活動法人（内閣府認証） ピーアイ･フォーラム PIPIPIPI----FFFForumorumorumorum  http://www.pi-forum.org/ 
  事務局 〒780-0862 高知県高知市鷹匠町 1丁目 3-22  






